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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 153,624 157,462 161,744 153,728 144,714

経常利益 (百万円) 4,529 3,859 5,721 1,276 34

当期純利益
又は当期純損失(△)

(百万円) 2,206 1,378 2,661 18 △1,466

純資産額 (百万円) 48,705 49,268 55,092 55,724 52,556

総資産額 (百万円) 196,367 182,182 180,439 181,362 173,198

１株当たり純資産額 (円) 222.86 227.52 243.91 239.71 225.76

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 9.96 6.32 12.21 0.08 △6.49

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― 5.92 10.82 0.07 ―

自己資本比率 (％) 24.8 27.1 30.5 29.8 29.4

自己資本利益率 (％) 4.6 2.8 5.1 0.0 ―

株価収益率 (倍) 31.02 52.22 43.33 3,050.00 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 12,368 6,303 4,016 902 3,861

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,633 8,805 △2,285 △4,718 △2,904

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △26,639 △18,390 △3,048 2,207 △412

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 11,029 7,803 6,589 4,985 5,687

従業員数 (名) 6,644 6,665
6,680
(778)

6,765
(720)

6,513
(739)

(注) １　上記売上高には消費税等は含まれておりません。

２　第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、第84期については、１

株当たり当期純損失であるため記載をしておりません。

３　第84期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載をしておりませ

ん。

４　純資産額の算定にあたり、第83期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

５　従業員数は就業人員数を表示しており、また(　)内は、臨時従業員の平均雇用人員数を外数で記載しておりま

す。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 87,321 95,326 93,759 90,784 84,965

経常利益
又は経常損失(△)

(百万円) 2,521 3,418 3,820 841 △193

当期純利益
又は当期純損失(△)

(百万円) 1,434 566 2,893 △4,818 △1,430

資本金 (百万円) 22,534 22,534 22,784 22,784 22,784

発行済株式総数 (株) 225,054,088225,054,088226,536,329226,536,329226,536,329

純資産額 (百万円) 50,146 49,871 55,875 50,075 46,961

総資産額 (百万円) 139,148 138,146 137,632 130,054 123,716

１株当たり純資産額 (円) 229.28 230.31 247.38 221.72 207.96

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

3.00

(―)

3.00

(―)

3.00

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 6.47 2.60 13.27 △21.34 △6.33

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― 2.43 11.76 ― ―

自己資本比率 (％) 36.0 36.1 40.6 38.5 38.0

自己資本利益率 (％) 2.9 1.1 5.5 ― ―

株価収益率 (倍) 47.76 126.92 39.86 ― ―

配当性向 (％) 46.4 115.4 22.6 ― ―

従業員数 (名) 711 716 713 712 711

(注) １　上記売上高には消費税等は含まれておりません。

２　第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、第83期及び第84期に

ついては、１株当たり当期純損失であるため記載をしておりません。

３　第83期及び第84期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載をして

おりません。

４　純資産額の算定にあたり、第83期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

５　従業員数は、就業人員数を表示しております。

　

EDINET提出書類

井関農機株式会社(E01563)

有価証券報告書

  3/101



２ 【沿革】

　
大正15年８月 愛媛県松山市新玉町に「井関農具商会」を創立、自動籾すり選別機の製造開始

昭和11年４月 井関農機株式会社(資本金50万円)を設立、社長に井関邦三郎が就任

ヰセキ式籾すり機および自動選別機の製造開始

昭和20年７月 戦災により本社・工場を全焼

昭和21年５月 愛媛県松山市八代町に新工場を建設

昭和23年１月 東京都千代田区西神田に東京支店を開設

昭和23年８月 大阪府大阪市に出張所を開設

昭和24年10月 熊本県熊本市健軍町に熊本工場を新設

昭和28年11月 東京都足立区大谷田町に東京工場を新設

昭和34年５月 大阪証券取引所の店頭銘柄に一般公開

昭和35年６月 東京都中央区八重洲に東京支社を設置

昭和35年７月 大阪証券取引所に株式を上場

昭和35年10月 邦栄工業株式会社を設立

昭和36年５月 愛媛井関販売株式会社を設立

昭和36年６月 東京証券取引所に株式を上場

昭和36年６月 群馬ヰセキ販売株式会社を設立(現・連結子会社)

昭和36年８月 南信ヰセキ販売株式会社を設立

昭和36年８月 茨城ヰセキ販売株式会社を設立

昭和36年11月 栃木ヰセキ販売株式会社を設立

昭和36年12月 株式会社新潟井関製作所(現・株式会社井関新潟製造所)を設立(現・連結子会社)

昭和36年12月 札幌ヰセキ販売株式会社を設立

昭和37年３月 香川ヰセキ販売株式会社を設立

昭和37年６月 西部奈良ヰセキ販売株式会社(現・奈良ヰセキ販売株式会社)に出資(現・連結子会社)

昭和37年８月 愛媛県松山市大手町に本社ビル竣工

昭和42年３月 田植機、コンバイン、バインダーの生産開始、トラクターと合わせて稲作機械化一貫体系

を確立

昭和42年12月 千葉ヰセキ販売株式会社を設立

昭和43年４月 新潟ヰセキ販売株式会社を設立

昭和43年８月 高知ヰセキ販売株式会社に出資

昭和44年２月 愛媛県松山市馬木町に松山工場を新設

昭和44年５月 東京支社を本社事務所と改称

昭和44年12月 京滋ヰセキ販売株式会社を設立

昭和45年10月 埼玉ヰセキ販売株式会社を設立

昭和47年９月 松山工場(和気)を増設、本社を同所に移転

昭和48年４月 株式会社ヰセキハウジング愛媛(現・井関建設株式会社)を設立(現・連結子会社)

昭和48年11月 茨城県筑波郡伊奈村に茨城工場を新設

昭和50年９月 熊本県上益城郡益城町に熊本(益城)工場を新設

昭和52年６月 茨城県稲敷郡阿見町に茨城工場を移転
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　昭和52年６月 旧茨城工場跡に中央研修所を設置

昭和52年12月 本社事務所を東京都千代田区紀尾井町に移転

昭和53年１月 三重ヰセキ販売株式会社を設立(現・連結子会社)

昭和53年４月 岐阜ヰセキ販売株式会社を設立

昭和53年７月 愛知ヰセキ販売株式会社(現・株式会社ヰセキ東海)を設立(現・連結子会社)

昭和54年11月 松山(湊町)工場を松山(和気)工場に統合

昭和55年４月 熊本(健軍)工場を熊本(益城)工場に統合

昭和57年10月 愛媛県伊予郡砥部町に技術部を移転

昭和59年８月 株式会社ヰセキクレジットを設立

昭和59年11月 エヒメ流通株式会社(現・株式会社井関物流)を買収(現・連結子会社)

平成４年12月 東中国地区２販売会社を合併し、株式会社ヰセキ東中国を設立

平成５年５月 本社事務所を東京都荒川区西日暮里(現在地)に移転

平成５年７月 東北地区６販売会社を合併し、株式会社ヰセキ東北を設立(現・連結子会社)

平成５年11月 茨城工場を松山工場に統合

平成５年12月 九州地区３販売会社を合併し、株式会社ヰセキ九州を設立(現・連結子会社)

平成６年６月 富友株式会社が関連会社２社を合併し、平成６年７月アイセック株式会社に商号変更

平成６年12月 北海道地区３販売会社を合併し、株式会社ヰセキ北海道を設立(現・連結子会社)

平成６年12月 西中国地区３販売会社を合併し、株式会社ヰセキ西中国を設立

平成６年12月 株式会社ヰセキ九州が株式会社西九州ヰセキを合併

平成７年１月 株式会社箕輪ヰセキを設立

平成７年12月 株式会社ヰセキ九州が株式会社南九州ヰセキを合併

平成８年10月 茨城県稲敷郡阿見町に関東センターを設置(現・茨城センター)

平成９年２月 小型農機販売会社株式会社アグリップを設立(現・連結子会社)

平成９年８月 北陸地区２販売会社を合併し、株式会社ヰセキ北陸を設立(現・連結子会社)

平成12年１月 近畿地区２販売会社を合併し、株式会社ヰセキ近畿を設立

平成13年１月 中国地区２販売会社を合併し、株式会社ヰセキ中国を設立(現・連結子会社)

平成13年３月 株式会社ヰセキクレジットが連結子会社２社を合併し、アイセック株式会社に商号変更

(現・連結子会社)

平成13年３月 茨城ヰセキ販売株式会社を設立

平成13年４月 製造部門の分社により、株式会社井関松山製造所、株式会社井関熊本製造所を設立(現・

連結子会社)

平成14年10月 邦栄工業株式会社(現・株式会社井関邦栄製造所)を設立(現・連結子会社)

平成15年１月 四国地区３販売会社を合併し、株式会社ヰセキ四国を設立(現・連結子会社)

平成15年６月 中国江蘇省常州市に井関農機(常州)有限公司を設立(現・連結子会社)

平成19年１月 株式会社ヰセキ東海が岐阜ヰセキ販売株式会社を合併

平成20年１月 茨城ヰセキ販売株式会社が関東地区３販売会社を合併し、株式会社ヰセキ関東に商号変

更(現・連結子会社)

新潟ヰセキ販売株式会社が長野ヰセキ株式会社を合併し、株式会社ヰセキ信越に商号変

更(現・連結子会社)

株式会社ヰセキ近畿が京滋ヰセキ販売株式会社を合併し、株式会社ヰセキ関西に商号変

更(現・連結子会社)
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３ 【事業の内容】

当社グループは、稲作、野菜作等に関連する農業用機械の開発、製造、販売を主な事業の内容とし、その他

の事業として生活関連商品の販売や試験装置の製造、販売及びサービス・その他の事業活動を展開してお

ります。

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

　
農業機械関連事業
　

農業機械関連事業に係わる当社及び関係会社は、「開発、製造部門」「販売部門」「その他部門」の３部

門に関連付けられる。

(開発、製造部門)

主に当社で農業機械の開発、設計を行い、連結子会社10社で農業機械の製造並びにそれに関連する部品

加工を行っております。

(主な関係会社)

㈱井関松山製造所、㈱井関熊本製造所、㈱井関新潟製造所、㈱井関邦栄製造所、

井関農機(常州)有限公司(中国)

(販売部門)

国内においては、主として全国の販売会社14社を通じて販売しております。また、海外につきましては、

関係会社を通じて販売するほか、現地販売代理店等を通じて販売しております。

(主な関係会社)

国内………㈱ヰセキ北海道、㈱ヰセキ東北、㈱ヰセキ関東、㈱ヰセキ信越、㈱ヰセキ北陸、

　　　　　㈱ヰセキ東海、㈱ヰセキ関西、㈱ヰセキ中国、㈱ヰセキ四国、㈱ヰセキ九州

海外………N.V.ISEKI EUROPE S.A.(ベルギー)、

　　　　　ISEKI-MASCHINEN GMBH DEUTSCHLAND(ドイツ)、

　　　　　井関農機(常州)有限公司(中国)

　
その他の事業
　

アイセック㈱は生活関連商品の販売等、㈱サム電子機械は試験装置の製造、販売、システム機器㈱は情報

処理サービスを行っております。
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事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所

資本金又は

出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

又は

被所有割合(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱ヰセキ北海道 北海道札幌市手稲区 167農業機械の販売 100
当社製品の販売
役員の兼任　３名

㈱ヰセキ東北　　　　　 (注)4 宮城県岩沼市 364 〃 100

当社製品の販売
なお、当社所有の建物を
賃借している。
役員の兼任　４名

㈱ヰセキ関東 茨城県稲敷郡阿見町 329 〃 100

当社製品の販売
なお、当社所有の土地、建
物を賃借している。
役員の兼任　３名

群馬ヰセキ販売㈱　　　 (注)3 群馬県前橋市 45 〃 46.7
当社製品の販売
役員の兼任　４名

㈱ヰセキ信越 新潟県新潟市南区 97 〃 100
当社製品の販売
役員の兼任　３名

㈱ヰセキ北陸 石川県金沢市 138 〃 100
当社製品の販売
役員の兼任　３名

㈱ヰセキ東海 愛知県安城市 81 〃 100
当社製品の販売
役員の兼任　４名

三重ヰセキ販売㈱ 　　　(注)3 三重県津市 40 〃 49.0
当社製品の販売
役員の兼任　４名

㈱ヰセキ関西 滋賀県近江八幡市 180 〃 100
当社製品の販売
役員の兼任　３名

奈良ヰセキ販売㈱ 　　　(注)3 奈良県大和高田市 35 〃 38.6
当社製品の販売
役員の兼任　３名

㈱ヰセキ中国 広島県東広島市 174 〃 100
当社製品の販売
役員の兼任　４名

㈱ヰセキ四国 愛媛県伊予市 72 〃 100
当社製品の販売
役員の兼任　３名

㈱ヰセキ九州 熊本県上益城郡益城町 490 〃 100
当社製品の販売
役員の兼任　５名

㈱井関松山製造所 　　　(注)2 愛媛県松山市 3,000農業機械の製造 100

当社製品及び部品の製造
なお、当社所有の土地、建
物及び設備を賃借してい
る。
役員の兼任　３名

㈱井関熊本製造所 　　　(注)2 熊本県上益城郡益城町 80 〃 100

当社製品及び部品の製造
なお、当社所有の土地、建
物及び設備を賃借してい
る。
役員の兼任　４名

㈱井関新潟製造所 　　　(注)2 新潟県三条市 300 〃 100
当社製品及び部品の製造
役員の兼任　２名

㈱井関邦栄製造所 愛媛県松山市 300 〃 100

当社製品及び部品の製造
なお、当社所有の土地、建
物を賃借している。
役員の兼任　２名
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名称 住所

資本金又は

出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

又は

被所有割合(％)

関係内容

㈱アグリップ 東京都荒川区 200農業機械の販売 100
当社製品の販売
役員の兼任　４名

㈱井関物流 愛媛県松山市 20 農業機械の運送 100

当社グループの製品及び
部品の運送
なお、当社所有の土地、建
物を賃借している。
役員の兼任　４名

アイセック㈱ 　　　　　(注)2 東京都荒川区 2,352

生活関連商品の

販売

厨房機器の販売

100
生活関連商品の販売、製
品カタログ等の作成
役員の兼任 ４名

井関建設㈱ 　　　　　　 愛媛県松山市 80 建設業 100
施設の設計、施工、監理
役員の兼任　２名

その他８社 ― ― ― ― ―

(注) １　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

２　特定子会社に該当します。

３　持分は、100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。

４　㈱ヰセキ東北については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超

えております。

　　主要な損益情報等

売上高 15,099百万円

経常利益 92百万円

当期純利益 16百万円

純資産額 646百万円

総資産額 8,997百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の部門等の名称 従業員数(名)

農業機械関連事業

　開発、製造部門
1,953
(352)

　販売部門
4,071
(322)

　その他部門
350
(21)

農業機械関連事業計
6,374
(695)

その他の事業
139
(44)

合計
6,513
(739)

(注)　1　従業員数は就業人員数であります。

 2　従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当連結会計年度の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

711 43.3 19.6 5,717,837

(注) １　従業員数は就業人員数であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社及び一部の連結子会社には労働組合があります。

また、当社の労働組合は、組合員数1,106名(出向者658名を含む)でJAMに加盟しております。

現在、当社及び一部の連結子会社において、労働組合に対する特記事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、上半期は堅調な回復基調で推移しておりましたが、下期に入

りサブプライム住宅ローン問題を背景とするアメリカ経済の下振れや金融資本市場の変動、原油価格

の高騰などがあり、企業収益の改善に足踏み状態が見られ、個人消費がおおむね横ばいで推移したこと

と、設備投資の緩やかではあるが増加していることなどにより、全体として景気は継続して緩やかな回

復基調で推移しました。

農業機械の国内需要は、農業従事者の高齢化や減少などの構造的な問題に加えて、米価の下落、農政改

革により買い控えや様子見などにより、きわめて低調に推移してまいりましたが、農政の見直しや米価

の下落に歯止めがかかり、底打ち感も見られるようになりました。

一方、輸出は前期に引き続き堅調に推移しました。

このような状況の中、当社グループは多様化する顧客ニーズに応える新商品を品揃えし、積極的に販売

活動を展開し、国内はもとより輸出の拡大に努めてまいりました。

〔当期連結業績〕

当期の売上高は前期比90億１千４百万円減少し、1,447億１千４百万円(5.9％減少)となりました。この

うち国内売上高は、農機市場が低調に推移したことから農業機械を中心に前期比122億２百万円減少

し、1,226億７千３百万円(9.0％減少)となりました。海外売上高は、欧州とアジアが堅調で、前期比31億

８千７百万円増加し、220億４千１百万円(16.9％増加)となりました。

営業利益は、減収による粗利益減少に加えて粗利益率の低下などにより、前期比15億８百万円減少し、

７億３千５百万円(67.2％減少)となりました。

経常利益は、前期比12億４千１百万円減少し、３千４百万円(97.3％減少)となりました。

当期純利益は、繰延税金資産の取崩し等により、前期比14億８千５百万円減少し、14億６千６百万円の

純損失となりました。

〔当期個別業績〕

当期の売上高は849億６千５百万円(前期比6.4％減少)、営業利益は４億５千５百万円の損失、経常利益

は１億９千３百万円の損失となりました。当期純利益は、繰延税金資産の取崩し等により14億３千万円

の純損失となりました。

商品別売上の概況はつぎのとおりであります。

1）国内

　整地用機械(トラクター、耕うん機など)は耕うん機、乗用管理機が増加したものの、主力のトラクター

が減少し、269億３千７百万円(前期比8.3％減少)となりました。栽培用機械(田植機、野菜移植機)は前

期より発売を開始したＰＺ田植機が好調に推移し、114億７千５百万円(前期比8.3％増加)となりまし

た。収穫調製用機械は、主力のコンバイン、乾燥機などが減少し、242億３千２百万円(前期比15.5％減

少)となりました。作業機・補修用部品は278億６千２百万円(前期比6.5％減少)となりました。その他

農業関連は215億３千２百万円(前期比13.4％減少)となりました。なお、農業用施設工事の売上高は40

億５千１百万円(前期比36.1％減少)であります。その他売上高は106億３千２百万円(前期比8.0％減

少)となりました。

2）海外

　整地用機械は、主に北米向けトラクターは減少しましたが、好調な欧州でカバーし、169億３千３百万

円(前期比11.0％増加)となりました。栽培用機械は23億６千６百万円(前期比104.7％増加)、収穫調製

用機械は10億９千６百万円(前期比9.6％増加)、作業機・補修用部品は11億２百万円(前期比9.2％増

加)となりました。
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(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ７億２百万円

増加し、56億８千７百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失５億２千１百万円、棚卸資産の減少

28億６千８百万円、売上債権の減少31億１千万円などにより38億６千１百万円の収入(前期比29億５

千８百万円の収入増)となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による支出52億１千１百万円、投資有価証券の売却

による収入25億９千７百万円、投資有価証券の取得による支出16億１千５百万円などにより29億４百

万円の支出(前期比18億１千３百万円の支出減)となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の増加、社債の償還などにより４億１千２百万円

の支出(前期比26億２千万円の支出増)となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別及び製品別に示すと次のとおりであります。
　

区分

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

農業機械関連事業

　整地用機械 43,514 △5.1

　栽培用機械 16,293 7.3

　収穫調製用機械 25,499 △15.7

　作業機・補修用部品 2,295 △10.9

　その他農業関連 5,765 △28.4

農業機械関連事業計 93,368 △8.4

その他 1,845 △18.5

合計 95,213 △8.6

(注)　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

主として需要見込みによる生産方式であり、受注生産はほとんど行っていないため記載をいたしてお

りません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別及び製品別に示すと次のとおりであります。
　

区分

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

農業機械関連事業

　整地用機械 43,871 △1.7

　栽培用機械 13,841 17.7

　収穫調製用機械 25,329 △14.6

　作業機・補修用部品 28,965 △6.0

　その他農業関連 21,928 △12.7

農業機械関連事業計 133,936 △5.7

その他 10,778 △8.1

合計 144,714 △5.9

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合。
　

相手先

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

全国農業協同組合連合会 17,798 11.6 15,714 10.9

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

1)グループ内部統制

当社はグループ内部統制の確立を経営方針の重要課題と位置づけ、内部統制システムの整備を図って

おります。また、平成20年度は、内部統制報告制度と四半期報告制度が実施されますが、一層の体制整備

を図ってまいります。

2)重点課題

当社グループは、激しく変化する経営環境下で将来に亘り安定的な収益が確保できる企業体質を構築

するために、収益構造改革にスピードを上げて取り組んでおります。お客様の視点に立った低価格で高

品質の商品とサービスの提供により顧客満足度を高め、売上の維持拡大を図るとともに、低コスト構造

の構築、連結財務体質の強化を推進してまいります。

①国内販売の回復と海外販売の拡大

市場での競争が激化する中、「国内販売の回復と海外売上高の拡大」を経営の最重点課題として位

置づけ、グループの総力をあげて商品競争力の強化に努め、性能、品質、価格、サービスについて総合

的に高めてまいります。商品品質の抜本的改善を行うとともに、市場ニーズの的確な把握とタイム

リーな商品企画を行い市場投入してまいります。国内市場においては、機動的な新組織により広域販

社の強みを活かした効率的な販売促進策の推進と営業サービス力の強化による一層の顧客満足度の

向上に努め、国内販売の回復を図ってまいります。また、順調に拡大している海外営業については、新

商品投入による北米市場の回復、堅調な需要が継続する欧州の売上拡大に加え成長が見込まれてい

るアジア市場での販売サービス体制を強化し、拡販と市場定着を図り、海外売上の拡大に努めてまい

ります。

②コスト構造改革による収益力の確保

資材高騰が顕在化する中、全社全部門で原価の低減、管理ロスの削減、経費の削減に努め、収益力の確

保に努めてまいります。

③「風通しの良い企業」への意識改革と実行

各々が「現場主義」とお客様の目線で物事を判断するという原点に立ち帰り、現場で発生する事象

に対処し、風通しの良い企業風土を実施してまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

当社の業績に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。当社グループは、

これらのリスク発生の可能性を認識し、発生の回避及び発生した場合の適切な対応に努めてまいる所存

であります。

①経済情勢及び農業環境の変化

国内外の景気の低迷、農業政策の転換等により農機需要が減少し、業績が悪化する可能性があります。

②為替レートの変動

外国為替相場の急激な変動が業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

③金利の上昇

借入金利の上昇により業績が悪化する可能性があります。

④株式市場の動向

当社は有価証券を保有しており、株価の下落により減損が発生する可能性があります。
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⑤他社との競争

市場では競合他社との厳しい競争が展開されており、サービスを含めた商品競争力を強化しなければ、

業績が悪化する可能性があります。

⑥国際的な事業活動に伴うリスク

各国の税・法制度の予期せぬ変化や、政情不安により業績が悪化する可能性があります。

⑦特定の取引先、調達先への依存

特定の取引先や調達先の方針変更や業績不振、倒産等により業績が悪化する可能性があります。

⑧製品やサービスの重大な瑕疵や欠陥の発生

製品やサービスに重大な瑕疵や欠陥が発生し、業績が悪化する可能性があります。

⑨環境問題等の公的規制や問題の発生

製品や事業活動に関し、環境問題等の公的規制への対応や、問題発生時の是正措置、訴訟等により、業績

が悪化する可能性があります。

⑩自然災害や事故に関するリスク

地震、台風、予期せぬ事故等が発生し、業績が悪化する可能性があります。

⑪法令違反リスク

当社グループが取扱う商品・サービスの提供に当たっては、景品表示法やＪＩＳ法等による法的な定

めがあります。原材料の仕入に当たって、独占禁止法、下請法の規制により公正な取引が要請されてい

ます。また、環境関連法の適用を受けることなど、コンプライアンス経営が要請されており、内部統制の

体制を整えて、全社一丸となって法令遵守の徹底に努めてまいります。それにもかかわらず、なお当社

の役職員が法令に違反する行為を行った場合には、当社グループの事業活動が制限され、コスト増ある

いは収入減などが発生し、業績が悪化する可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

連結子会社の合併及び商号変更

1.市場変化への対応力を高め、販売力を強化するとともに各社の保有する経営資源を有効活用し、より地

域に密着した販売サービス体制を構築して拡販を図ることを目的として、当社の100％出資子会社にお

いて以下の決議を行っております。

(1)当社の連結子会社である茨城ヰセキ販売㈱は当社の連結子会社である栃木ヰセキ販売㈱、埼玉ヰセ

キ販売㈱、千葉ヰセキ販売㈱を合併することを平成19年10月24日に開催の取締役会において決議

し、また翌25日開催の臨時株主総会において承認されております。

平成20年１月１日付で茨城ヰセキ販売㈱を存続会社とする吸収合併をおこない被合併会社は消滅

しております。また、商号を㈱ヰセキ関東に変更しております。

(2)当社の連結子会社である新潟ヰセキ販売㈱は当社の連結子会社である長野ヰセキ㈱を合併するこ

とを平成19年10月24日に開催の取締役会において決議し、また翌25日開催の臨時株主総会において

承認されております。

平成20年１月１日付で新潟ヰセキ販売㈱を存続会社とする吸収合併をおこない被合併会社は消滅

しております。また、商号を㈱ヰセキ信越に変更しております。

(3)当社の連結子会社である㈱ヰセキ近畿は当社の連結子会社である京滋ヰセキ販売㈱を合併するこ

とを平成19年10月24日に開催の取締役会において決議し、また翌25日開催の臨時株主総会において

承認されております。

平成20年１月１日付で㈱ヰセキ近畿を存続会社とする吸収合併をおこない被合併会社は消滅して

おります。また、商号を㈱ヰセキ関西に変更しております。

2.合併に際して発行する株式の割当

(1)茨城ヰセキ販売㈱が普通株式4,780株を発行し、合併効力発生日前日の株主名簿に記載された株主

に対して栃木ヰセキ販売㈱、埼玉ヰセキ販売㈱、千葉ヰセキ販売㈱の普通株式１株につき茨城ヰセ

キ販売㈱の普通株式0.01株をもって割当交付しております。

(2)新潟ヰセキ販売㈱が普通株式96,000株を発行し、合併効力発生日前日の株主名簿に記載された株主

に対して長野ヰセキ㈱の普通株式１株につき新潟ヰセキ販売㈱の普通株式２株をもって割当交付

しております。

(3)㈱ヰセキ近畿が普通株式160,000株を発行し、合併効力発生日前日の株主名簿に記載された株主に

対して京滋ヰセキ販売㈱の普通株式１株につき㈱ヰセキ近畿の普通株式１株をもって割当交付し

ております。
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3.引継資産・負債の状況

茨城ヰセキ販売㈱
(存続会社)

栃木ヰセキ販売㈱
(消滅会社)

埼玉ヰセキ販売㈱
(消滅会社)

千葉ヰセキ販売㈱
(消滅会社)

資産 2,840百万円 2,816百万円 1,732百万円 2,072百万円

負債 2,678百万円 2,085百万円 1,382百万円 1,484百万円

新潟ヰセキ販売㈱
(存続会社)

長野ヰセキ㈱
(消滅会社)

資産 3,705百万円 1,882百万円

負債 2,383百万円 1,077百万円

㈱ヰセキ近畿
(存続会社)

京滋ヰセキ販売㈱
(消滅会社)

資産 3,360百万円 2,768百万円

負債 2,281百万円 2,142百万円

4.吸収合併存続会社となる会社の概要

商号 事業内容 本社所在地 資本金

㈱ヰセキ関東 農業機械販売 茨城県稲敷郡阿見町大字阿見4818番地 329百万円

㈱ヰセキ信越 農業機械販売 新潟県新潟市南区北田中字堀留780-12 97百万円

㈱ヰセキ関西 農業機械販売 滋賀県近江八幡市上田町1320 180百万円
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６ 【研究開発活動】

当社グループは、創業以来「お客様に喜ばれる商品」の提供を企業理念の一つに掲げ、お客様に満足して

使っていただける、お求めやすい商品をタイムリーに提供することをモットーに研究開発活動を続けてお

ります。開発初期段階からコストダウンを徹底するとともに、エンジン排出ガス規制に対応するための研

究、環境保全に配慮した設計などに積極的に取組んでおります。

　国内農業においては、主力である稲作機械のほか、省力化ニーズの高い畑作・野菜作新分野の機械化に注

力し、また、輸出分野においては北米・欧州向けガーデン市場への新商品投入や、成長が期待される中国市

場向けコンバインや田植機など、新市場への商品研究にも積極的に取組んでおります。また、大学や研究機

関とも連携し、新技術、新分野テーマについて共同研究を進めております。

　なお、当連結会計年度における当社グループ全体の研究開発費は38億９千４百万円であり、主たる研究成

果は次のとおりであります。

（トラクター）

・担い手市場に対し、優れた湿田走行性と強力な駆動力で高い評価を得ている本格大型トラクターＴＪセ

ミクローラシリーズ（５５～８５馬力）に、クローラ部を芯金レスにして高速移動できるようにし発売

しました。最高速度２７.０ｋｍ／ｈ(エンジン無負荷最高回転時の理論車速)のハイスピードでありなが

ら、走行時の振動・騒音をおさえました。また５０馬力クラスでは、ＡＴ５０に芯金レスクローラ仕様機

を追加し、幅広いシリーズ化を行いました。

・二種兼業農家や自給的農家への応援商品に、小型軽量トラクターＴＨシリーズをフルモデルチェンジし、

高機能でしかも基本性能を充実させながら、低価格で高級感をもつ商品に仕上げました。出力や排気量の

アップも図り、操作性、安全性向上に配慮いたしました。

（コンバイン）

・中核農家を中心に高い支持をいただいております、高能率・高精度な本格３条刈コンバインと刈取部を

４条化した全面４条刈コンバインを基本装備の充実に加えデザインを一新し、ＨＦＧシリーズとしてモ

デルチェンジしました。作業中に操作・確認の必要なスイッチ、メーター類を全てオペレータの前方に集

中レイアウトし、姿勢はそのままで楽に作業ができますので、長時間の作業も快適に安定して行なうこと

ができます。

（田植機）

・Ｚシフト、Ｚターン、Ｚロータで高い評価をいただいている乗用田植機“さなえ”ＰＺシリーズに、大規

模農家、営農組織などの低コスト農業に対応した８条植（ＰＺ８０）を追加して発売いたしました。大排

気量高馬力ディーゼルエンジン搭載機の品揃えと大容量ミッド施肥機や、病害虫防除に効果がある育苗

箱施用剤散布機「らくまきちゃん」をアタッチメントに加えるなど機能の充実を図りました。

・ご高齢の方や女性でも楽に使える乗用田植機として、西南暖地や中山間地、都市近郊の小区画圃場のユー

ザより高い評価を得ていましたＰＱシリーズに、昨年販売し好評の上位クラスＰＺシリーズに装備した

Ｚロータを採用し、ＰＱＺシリーズとしてフルモデルチェンジしました。さなえＱターンやノークラッチ

の「油圧無断変速装置」ＨＳＴを採用するなど、使いやすさを追求した機能を充実しました。

（中国向け仕様機）

・中国向けの田植機では、国内で好評のＰＺ６０(６条植)をベースに、中国仕様専用機を開発し発売いたし

ました。

・コンバインでは、中国での圃場条件・作物条件に合う条件適用性の高いコンバインＨＦ６０８を開発し

発売しました。

 

　当社は2004年度より「知的財産報告書」において当社グループの研究開発の考え方、活動、成果として

の知的財産の活用等について情報開示を行なっております。また、2007年度版「特許行政年次報告書」

（特許庁編）によれば、当社は全産業を対象とした特許登録率で１位(３年連続),特許公開件数でも農水

産分野で１位（６年連続）であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社が判断したものであります。

　(1)重要な会計方針及び見積り

当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成さ

れております。この連結財務諸表の作成に当たり、資産・負債の評価及び収益・費用の認識について、

重要な会計方針に基づき見積り及び判断を継続して行っております。実際の結果につきましては、見積

り特有の不確実性があるため見積りと異なる可能性があり、特に貸倒引当金、退職給付引当金、法人税

等は、当社の連結財務諸表の作成において使用される当社の見積りと判断に重要な影響を及ぼすもの

と認識しています。

　(2)当連結会計年度の経営成績の分析

1)業績

売上高 1,447億１千４百万円の国内・海外別の商品売上内訳は、業績等の概要に記載の通りです。

営業利益15億８百万円減少の主な要因は次の通りです。

① 減収に伴う粗利益の減少 △2,913百万円

② 税制改正に伴う会計処理変更等による減価償却費の負担の増加 △427百万円

③ 販管費の圧縮による改善等 ＋1,833百万円

経常利益12億４千１百万円減少の主な要因は次の通りです。

① 営業利益の減少 △1,508百万円

② 棚卸資産廃棄損の減少等 ＋266百万円

当期純損益14億８千５百万円減少の主な要因は次の通りです。

① 経常利益の減少 △1,241百万円

② 投資有価証券売却益　 ＋1,346百万円

③ 法人税等調整額 △1,252百万円

その他、特別退職金９億２千万円、製品リコール対策費用１億８千万円、下請代金補償費１億２千６

百万円を特別損失に計上しております。

2)財政状態

総資産は前期比81億６千４百万円減少して1,731億９千８百万円となりました。資産の部では、流動

資産が前期比56億８千万円減少しました。主な内訳は売上減少による受取手形及び売掛金の減少31

億１千万円、棚卸資産の減少28億６千８百万円などであります。固定資産は前期比24億８千４百万円

減少しました。投資その他の資産が投資有価証券を中心に20億円減少しております。負債の部では支

払手形及び買掛金や退職給付引当金の減少などにより、前期比49億９千６百万円減少しております。

純資産は前期比31億６千７百万円減少し、525億５千６百万円となりました。なお、自己資本比率は

29.4%となっております。

　(3)経営成績に重要な影響を与える要因にについて

　経営環境は、原油や鉄鉱石の高騰による資材の値上がりから、わが国経済の景気回復が足踏み状態に

あり、今後も景気の下振れが懸念されています。一方、農業を取り巻く環境は、一部に好転の兆しがある

ものの、引き続き厳しい状況が続くことが予想され、市場での競争はますます激化するものと思われま

す。

このような状況下、当社は積極的に新商品を投入し、売上の確保に努めてまいります。

国内においては、農政改革の見直しや米価の下落に歯止めがかかったことなどに伴い、農機需要は横ば

いと予想しております。当社においては、足許の好調な田植機を中心とした拡販と、引き続き投入する

新商品の相乗効果ならび、更なるサービスの拡充、営業販売力強化により、国内売上の拡大を見込んで

EDINET提出書類

井関農機株式会社(E01563)

有価証券報告書

 19/101



おります。海外については、好調なアジア市場での更なる売上拡大に加え、北米市場でのＯＥＭ取引先

の在庫圧縮政策終了に伴う受注回復を見込んでおります。

なお、原材料価格や原油価格の高騰が継続する中で、企業努力による吸収を越える部分について販売価

格の調整を行います。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　当社グループ(当社及び連結子会社)は、主として生産・開発力強化、品質向上のための生産設備、また営

業サービス網の充実のための投資を行なっており、当連結会計年度における投資総額は5,212百万円(有

形固定資産受入ベース数値。金額には消費税等は含まない)であります。

投資のうち主なものは次のとおりであります。

(農業機械の開発、製造部門)

　新型製品の開発及び生産立上り設備、生産設備の更新、合理化・省力化及び省資源・省エネルギー化に

対する設備など当社のほか連結子会社(㈱井関松山製造所、㈱井関熊本製造所ほか８社)実施分を含め

1,818百万円の設備投資を行なっております。

　なお、経常的に発生する設備の更新及び旧型化した製品設備について115百万円の廃売却損を計上して

おります。

(農業機械の販売部門)

　販売店舗、サービス整備工場及び製品倉庫の新設、改修のほか、新製品の発表に伴う販売推進機械の取得

など、主として販売会社(㈱ヰセキ北海道他13社)が行なうほか、当社実施分を含め総額3,131百万円の設

備投資を行なっております。

　なお、経常的に発生する設備の更新のほか、販売店舗及びサービス整備工場の改修等に伴い154百万円の

廃売却損を計上しております。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

　

事業所名
(所在地)

主要な事業
の部門等

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)
[面積千㎡]

その他 合計

本社事務所
(東京都荒川区)

販売業務
管理業務

その他
一般設備

221 43
358
(2.1)

33 656 190

砥部事業所
(愛媛県伊予郡砥部
町)

農業機械
開発

研究設備、
その他
一般設備

620 323
5,323
(101.0)
[2.1]

99 6,367331

本社
(愛媛県松山市)

販売業務
管理業務
農業機械
開発

研究設備、
その他
一般設備

1,341 93
2,979
(49.5)
[2.7]

54 4,469121

関東センター、関西
センター他５地区
(茨城県つくばみら
い市他)

販売業務
管理業務

その他
一般設備

531 757
3,867
(134.9)
[12.1]

59 5,21563
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(2) 国内子会社

　

会社名
(所在地)

主要な事業
の部門等

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)
[面積千㎡]

その他 合計

㈱井関松山製造所
本社、工場
(愛媛県松山市)

農業機械
開発、製造

農業機械
製造設備

1,056 4,014
6,427
(119.5)
[8.4]

1,67213,171634

㈱井関熊本製造所
本社、工場
(熊本県上益城郡益
城町)

農業機械
開発、製造

農業機械
製造設備

498 472
2,498
(104.7)
[9.4]

592 4,061269

㈱井関新潟製造所
本社、工場
(新潟県三条市)

農業機械
開発、製造

農業機械
製造設備

468 302
313
(22.3)
[5.8]

141 1,226199

㈱井関邦栄製造所
本社、工場
(愛媛県松山市)

農業機械
開発、製造

農業機械
製造設備

207 255
672
(14.1)
[3.9]

110 1,247205

㈱ヰセキ北海道
本社、営業所
(北海道札幌市手稲
区他)

農業機械
販売

その他
一般設備

1,325 44
1,995
(202.9)
[25.6]

42 3,408394

㈱ヰセキ東北
本社、営業所
(宮城県岩沼市他)

農業機械
販売

その他
一般設備

1,481 490
2,703
(108.3)
[84.4]

34 4,710624

㈱ヰセキ関東
本社、営業所
(茨城県稲敷郡阿見
町他)

農業機械
販売

その他
一般設備

1,176 333
3,810
(94.7)
[50.2]

24 5,345446

㈱ヰセキ信越
本社、営業所
(新潟県新潟市南区
他)

農業機械
販売

その他
一般設備

757 203
1,626
(53.8)
[24.6]

13 2,602290

㈱ヰセキ北陸
本社、営業所
(石川県金沢市他)

農業機械
販売

その他
一般設備

675 136
2,400
(45.8)
[19.2]

31 3,243184

㈱ヰセキ東海
本社、営業所
(愛知県安城市他)

農業機械
販売

その他
一般設備

879 29
1,866
(21.1)
[22.5]

7 2,782230

㈱ヰセキ関西
本社、営業所
(滋賀県近江八幡市
他)

農業機械
販売

その他
一般設備

708 43
2,356
(47.4)
[24.3]

13 3,120315

㈱ヰセキ中国
本社、営業所
(広島県東広島市他)

農業機械
販売

その他
一般設備

856 395
1,612
(66.0)
[43.0]

17 2,882426

㈱ヰセキ四国
本社、営業所
(愛媛県伊予市他)

農業機械
販売

その他
一般設備

519 335
900
(33.9)
[13.6]

11 1,766266

㈱ヰセキ九州
本社、営業所
(熊本県上益城郡益
城町他)

農業機械
販売

その他
一般設備

1,285 345
3,032
(94.2)
[31.5]

18 4,682494

(注) １　帳簿価額には、建設仮勘定は含まれておりません。

２　上記(　 )内数値は土地の面積であり、[　 ]内数値は連結会社以外から賃借している土地の面積で外書きしてお

ります。

３　連結会社間における賃貸借設備は、借主側の設備として記載しております。

４　現在休止中の主要な設備はありません。
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５　上記の他、リース並びにレンタル契約による主要な設備は次のとおりであります。

　

会社名
事業所名
又は所在地

主要な事業
の部門等

設備の名称 台数

年間リース料
又は

レンタル料
(百万円)

提出会社
本社事務所
本社

管理業務 電子計算機 ２式 221

㈱井関松山
製造所

愛媛県松山市
農業機械
開発、製造

マシニングセンター
NC旋盤
溶接機(ロボット含む)

119台 66

金型及び治具 ― 461

㈱井関熊本
製造所

熊本県上益城郡
益城町

農業機械
開発、製造

マシニングセンター
NC旋盤
溶接機(ロボット含む)

41台 34

金型及び治具 ― 142

㈱井関新潟
製造所

新潟県三条市
農業機械
開発、製造

金型及び治具 ― 348

　
６　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当社グループ(当社及び連結子会社)における、重要な設備の新設等の計画は次のとおりであります。

　

会社名
事業所名
(所在地)

主要な事業の
部門等

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了
予定
年月総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

本社事務所

（東京都荒川区）

他全社一括

管理業務
販売業務

その他一般設備 765 14 自己資金
平成
20年３月

平成
21年３月

提出会社
砥部事業所

（愛媛県伊予郡砥

部町）

他全社一括

農業機械
開発、製造

研究開発設備 260 ─ 自己資金
平成
20年４月

平成
21年３月

新型製品設備 293 78 自己資金
平成
18年７月

平成
21年３月

㈱井関松山製
造所

本社、工場

（愛媛県松山市）
農業機械
開発、製造

新型製品設備
合理化・省力化設備
研究開発設備

1,050 80 自己資金
平成
19年５月

平成
21年３月

㈱井関熊本製
造所

本社、工場

（熊本県上益城郡

益城町）

農業機械
開発、製造

新型製品設備
合理化・省力化設備

131 16 自己資金
平成
19年10月

平成
21年３月

㈱ヰセキ北海
道他販売会社
13社

本社、営業所

（北海道札幌市手

稲区他）

農業機械
販売

販売店舗、整備工場の
新設、改修
販売推進機械
その他一般設備

1,307 39 自己資金
平成
19年12月

平成
21年３月

(注)　１　上記の設備計画は、生産能力及び販売能力に与える影響はほとんどありません。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 重要な設備の除却等

当連結会計年度末における重要な設備の除却等の計画について、特記事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 696,037,000

計 696,037,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 226,536,329226,536,329

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

―

計 226,536,329226,536,329― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

2009年10月５日満期ゼロ・クーポン円建転換社債型新株予約権付社債

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 (個) 279 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 4,127,218 同左

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 338 同左

新株予約権の行使期間
　 平成16年10月19日
　　　～平成21年９月21日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 (円)

　 発行価格　　　　　　338
　 資本組入額　　　　　169

同左

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利
益を喪失した場合には、以後本
新株予約権の行使はできない
ものとする。また各本新株予約
権の一部行使はできないもの
とする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権は、転換社債型新
株予約権付社債に付されたも
のであり、本社債からの分離譲
渡はできない。

同左

新株予約権付社債の残高 (百万円) 1,395 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成15年９月30日
(注)１

― 225,054,088 ― 22,534 236 10,744

平成17年４月１日
～平成18年３月31日

(注)２
1,482,241226,536,329250 22,784 250 10,994

(注) １　平成15年８月８日締結の株式交換契約書に基づき、栃木ヰセキ販売㈱、埼玉ヰセキ販売㈱、千葉ヰセキ販売㈱並
びに㈱ヰセキ東海を完全子会社とする株式交換を実施したことによる増加であります。

なお、栃木ヰセキ販売㈱、埼玉ヰセキ販売㈱、千葉ヰセキ販売㈱は、平成20年１月１日付で茨城ヰセキ販売㈱に

吸収合併され、同日付で㈱ヰセキ関東に商号変更いたしました。

交換対象銘柄
株式１株に対して割当
交付した当社の株式数

割当交付株式数

栃木ヰセキ販売株式会社 11株 204,600株

埼玉ヰセキ販売株式会社 15株 321,000株

千葉ヰセキ販売株式会社 30株 623,400株

株式会社ヰセキ東海 37株 832,500株

　
２　新株予約権付社債の新株予約権の行使による増加であります。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) 0 62 72 366 84 7 20,05420,645 ―

所有株式数
(単元)

0 84,3181,59436,33815,675 32 87,646225,603933,329

所有株式数
の割合(％)

0.00 37.37 0.71 16.11 6.95 0.01 38.85100.00 ―

(注) １　自己株式713,509株は「個人その他」に713単元及び「単元未満株式の状況」に509株含まれております。なお、
期末日現在の実質的な所有株式数は711,509株であります。

２　「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が、93単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社みずほコーポレート
銀行

東京都千代田区丸の内１―３―３ 10,708 4.72

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(中央三井アセット
信託銀行再信託分・CMTB
エクイティインベストメンツ
株式会社信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 10,600 4.67

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13―２ 8,687 3.83

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 7,171 3.16

ヰセキ株式保有会 東京都荒川区西日暮里５丁目３番14号 6,067 2.67

株式会社伊予銀行 愛媛県松山市南堀端町１ 5,800 2.56

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26―１ 5,431 2.39

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,134 2.26

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27―２ 4,858 2.14

バンク オブ ニューヨーク ジー
シーエム クライアント アカウ
ント ジェイピーアールデイ ア
イエスジー エフイー―エイシー
(常任代理人：株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行決済事業部)

P E T E R B O R O U G H  C O U R T  1 3 3  F
LEET STREET LONDON
EC4A 2BB UNITED KINGDOM
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

3,632 1.60

計 ― 68,090 30.05

(注) １　上記のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(中央三井アセット信託銀行再信託分・CMTBエクイティ
インベストメンツ株式会社信託口)

10,600千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 5,134千株

２　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(中央三井アセット信託銀行再信託分・CMTBエクイティインベス

トメンツ株式会社信託口)の所有株式10,600千株は、中央三井信託銀行株式会社が所有していた当社株式をそ

の全額出資子会社であるCMTBエクイティインベストメンツ株式会社へ現物出資したものが、中央三井アセッ

ト信託銀行株式会社に信託されたうえで、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に再信託されたもの

であり、議決権行使の指図権はCMTBエクイティインベストメンツ株式会社に留保されております。

３　株式会社みずほコーポレート銀行から平成19年２月22日付で提出された大量保有報告書(変更報告書)により

平成19年２月15日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年

度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。

なお、その大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 10,708 4.73

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 1,716 0.76

４　中央三井トラスト・ホールディングス株式会社から平成19年10月９日付で提出された大量保有報告書(変更報

告書)により、平成19年10月１日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮し

ておりません。なお、その大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

中央三井アセット信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目23番１号 1,690 0.75

CMTBエクイティインベストメンツ
株式会社

東京都港区芝三丁目33番１号 10,600 4.68
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５　モルガン・スタンレー証券株式会社から平成18年10月11日付で提出された大量保有報告書(変更報告書)によ

り、平成18年９月30日現在で、以下の株式を共同保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事

業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりま

せん。なお、その大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

モルガン・スタンレー証券株式会社
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号
恵比寿ガーデンプレイスタワー

3,515 1.55

モルガン・スタンレー・アンド・カ
ンパニー・インコーポレーテッド

1585 Broadway,New York,NY 10036458 0.20

モルガン・スタンレー・アンド・カ
ンパニー・インターナショナル・リ
ミテッド 　　　　　　　　　　　※

25 Cabot Square Canary Wharf London
E14 4QA U.K.

5,967 2.60

エムエスディーダブリュ・エクイ
ティー・ファイナンス・サービセズ
Ⅰ(ケイマン)・リミテッド

c/o M&C Corporate Services Limited P.
O.
Box 309GT Ugland House,South Church 
Street George Town, Grand Cayman

300 0.13

エムエスディーダブリュ・エクイ
ティー・ファイナンシング・サービ
セズ(ルクス)エス・アー・エール・
エル

8-10 rue Mathias Hardt, L-1717
Luxembourg

300 0.13

※モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナル・リミテッドの所有株式には、新株予約

権付社債券の所有による潜在株式2,958千株を含んでおります。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 711,000

―
権利内容に限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 224,892,000 224,892 同上

単元未満株式 普通株式 933,329 ― 同上

発行済株式総数 226,536,329― ―

総株主の議決権 ― 224,892 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が93,000株(議決権93個)含まれ

ております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

井関農機㈱
東京都荒川区西日暮里
５丁目３番14号

711,000 ― 711,000 0.31

計 ― 711,000 ― 711,000 0.31

(注)　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権２個)あります。なお、

当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式に含めております。
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 21,396 4,062,729

当期間における取得自己株式 1,883 457,162

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 711,509 ― 713,392 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

　

３ 【配当政策】

当社は株主の皆様に対する配当の決定を最重要政策の一つと認識しており、連結業績のみならず、グルー

プの財務体質や今後の事業展開、経営環境の変化などを総合勘案し、安定した配当の維持、向上を基本方針

としております。当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、株主総会であります。

なお、当連結会計年度におきましては、業績の大幅悪化により、期末配当を見送らせていただきました。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 323 345 566 545 266

最低(円) 91 233 261 222 112

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 232 220 191 153 157 182

最低(円) 193 150 150 112 124 140

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

― 蒲　生　誠一郎 昭和19年12月７日生

昭和43年４月 井関農機株式会社入社

(注)３ 41

平成11年７月 当社人事勤労部長

平成13年６月 当社取締役

当社人事勤労部担当

当社関連会社管理部担当

平成14年１月 当社連結監理部担当

平成14年７月 当社総務部長

当社総務部担当

平成16年４月 当社常務取締役

平成18年４月 当社松山総務部担当

平成19年６月 当社コンプライアンス担当

平成19年10月 当社取締役社長就任現在

代表取締役
副社長

社長補佐
監査室担当

南　　　健　治 昭和22年１月３日生

平成10年５月 株式会社第一勧業銀行常務取締役

(注)３ 95

平成12年６月 同行常務執行役員

平成12年９月 株式会社みずほホールディングス

常務執行役員

平成13年６月 井関農機株式会社顧問

当社専務取締役

当社社長補佐就任現在

平成15年４月 当社監査室担当就任現在

平成19年10月 当社取締役副社長就任現在

常務取締役

海外営業

本部長

海外営業

本部担当

中国(常州)

事業担当

竹　下　啓　一 昭和22年９月20日生

平成11年６月 農林中央金庫開発投資部長

(注)３ 47

平成13年６月 井関農機株式会社顧問

当社取締役

当社総務部担当

平成14年４月 当社総務部長

平成14年６月 当社海外事業部長

当社海外事業部担当

平成17年４月 当社常務取締役就任現在

平成19年４月 当社中国(常州)事業担当就任現在

平成20年１月 当社海外営業本部長就任現在

当社海外営業本部担当就任現在

常務取締役

総務部担当

人事勤労部担

当

事務企画部

担当

松山総務部

担当

コンプライ

アンス担当

其　田　一　美 昭和23年１月２日生

昭和45年４月 井関農機株式会社入社

(注)３ 38

平成11年７月 当社総合企画部長

平成13年６月 当社取締役

当社財務部担当

当社総合企画部担当

当社事務企画部担当就任現在

平成18年４月 当社常務取締役就任現在

平成19年10月 当社総務部担当就任現在

当社人事勤労部担当就任現在

当社松山総務部担当就任現在

当社コンプライアンス担当就任現在

常務取締役

開発製造

本部長

開発製造

本部担当

商品企画部

担当

菊　池　元　宣 昭和22年11月27日生

昭和46年４月 井関農機株式会社入社

(注)３ 36

平成13年４月 株式会社井関新潟製造所取締役社長

平成15年４月 当社執行役員

平成19年４月 当社常務執行役員

当社開発製造本部長就任現在

平成19年６月 当社常務取締役就任現在

当社開発製造本部担当就任現在

平成20年１月 当社商品企画部担当就任現在

常務取締役

営業本部長

営業本部

担当

清　家　泰　雄 昭和23年１月１日生

昭和45年４月 井関農機株式会社入社

(注)３ 43

平成16年４月 当社執行役員

株式会社ヰセキ東北取締役社長

平成19年４月 当社常務執行役員

平成19年12月 当社営業本部長就任現在

平成20年６月 当社常務取締役就任現在

当社営業本部担当就任現在
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

常務取締役

総合企画部
担当
内部統制
監理室担当

多　田　　　進 昭和26年１月25日生

平成14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行

(注)３ 19

金融法人第一部長

平成16年４月 井関農機株式会社顧問

平成16年６月 当社取締役

当社財務部担当

平成17年９月 当社連結監理部担当

平成18年４月 当社内部統制監理室担当就任現在

平成19年10月 当社常務取締役就任現在

当社総合企画部担当就任現在

取締役

開発製造

本部

副本部長

藤　田　信　雄 昭和29年５月４日生

昭和52年４月 井関農機株式会社入社

(注)３ 25
平成15年６月 当社松山技術部長

平成19年４月 当社開発製造本部副本部長就任現在

平成19年６月 当社取締役就任現在

取締役 財務部担当 真　木　康　則 昭和26年５月１日生

昭和49年４月 井関農機株式会社入社

(注)３ 14

平成16年２月 当社財務部長

平成16年６月 当社連結監理部長

平成19年10月 当社執行役員

平成20年６月 当社取締役就任現在

当社財務部担当就任現在

取締役
営業本部

副本部長
山　路　一　隆 昭和29年６月10日生

昭和52年４月 井関農機株式会社入社

(注)３ 14

平成18年１月 長野ヰセキ株式会社取締役社長

平成20年１月 当社執行役員

当社営業本部副本部長就任現在

平成20年６月 当社取締役就任現在

常勤監査役 ― 伊　藤　敬　次 昭和21年２月６日生

昭和44年４月 井関農機株式会社入社

(注)４ 32平成14年１月 当社連結監理部長

平成16年６月 当社常勤監査役就任現在

常勤監査役 ― 安　永　紀　雄 昭和24年２月19日生
平成15年７月 株式会社伊予銀行資金証券部長

(注)４ 18
平成18年６月 当社常勤監査役就任現在

常勤監査役 ― 石　田　勝　久 昭和27年８月15日

平成14年６月 三井アセット信託銀行株式会社

(注)４ ―

年金信託部長

平成17年11月 中央三井ビジネス株式会社取締役

芝事業部長

平成20年６月 当社常勤監査役就任現在

常勤監査役 ― 槻　谷　俊　文 昭和29年３月16日

平成16年７月 農林中央金庫ニューヨーク支店長

(注)４ ―平成18年６月 農中信託銀行株式会社常務取締役

平成20年６月 当社常勤監査役就任現在

計 422

(注) １　常勤監査役安永紀雄、常勤監査役石田勝久及び常勤監査役槻谷俊文は、会社法第２条第16号に定める「社外監

査役」であります。

２　当社では、意思決定の迅速化と経営執行体制の強化を図るため、執行役員制度を導入しております。なお、提出

日における執行役員の員数は８名であります。

３　取締役の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４　監査役の任期は、石田勝久と槻谷俊文につきましては、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

り、伊藤敬次と安永紀雄につきましては、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) 内部統制システムについての基本的な考え方

　当社は経営環境の変化に迅速かつ的確に対応し、公正な経営を維持することを主たる目的として経営

システムを運営しております。また安定的な株主価値向上を経営の最重要課題と考えており、株主の皆

様やお客様をはじめ、取引先、地域社会、従業員等のステークホルダーとの良好な関係を維持するため

に、コーポレートガバナンスの充実を図っております。ステークホルダーに対し重要な情報を適時開示

するための社内体制を整備するとともに、コーポレートガバナンスはグループ全体で充実させること

が重要であるとの認識のもと、関係会社の管理規程、報告体制等を整備し業務の適正性の確保及び情報

の共有を図っております。

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①コンプライアンス重視の経営

当社はグループ内部統制の確立を経営方針の重要課題と位置づけ、内部統制システムの整備を図っ

ております。取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制につきましては、業務

分掌規程、内部統制制度等の諸規程、諸制度の整備を図るとともに、重要事項については経営会議にお

いて多面的な検討を行っております。また、取締役会議事録や稟議書類等の職務執行に係る情報は、取

締役会規程及び文書規程に基づき適切に保存管理されるよう体制の整備を図っております。

　コンプライアンス体制につきましては、コンプライアンス担当役員の下に組織横断的なコンプライア

ンスチームを平成１９年６月１日付で結成し、このチームが中心となってコンプライアンス研修を継

続的に行い、コンプライアンス意識の全役職員への浸透を図ることにより、不正と不祥事を未然に防止

することに努めております。

内部統制にかかわる組織として、製造子会社に対しては、経常的モニタリング機能を担う「業務監理

室」を平成１９年６月１日付で開発製造本部長の直轄として設置し、製造子会社に対する牽制機能の

強化を図っております。販売子会社等に対しては、各社に社内監査機能を持たせ自ら社内監査を行わせ

るとともに、「営業業務監理室」を平成１９年６月１日付で営業本部長の直轄として設置し、これらの

社内監査実施状況のチェックと指導を行っております。

　また、社長を委員長とし、全取締役をメンバー、全監査役をオブザーバーとする「経営監理委員会」を

平成１９年６月１日付で設置し、グループ全社のガバナンス状況のチェックやコンプライアンスの徹

底状況などをチェックしております。

　なお、平成18年５月から平成19年４月支払いまでの取引において、当社子会社㈱井関松山製造所、㈱井

関熊本製造所、㈱井関新潟製造所は、平成20年５月16日公正取引委員会より、下請事業者に対する支払

代金の減額に関し、下請代金支払遅延等防止法違反があったとして是正勧告を受けました。当社は今回

の是正勧告を真摯に受け止め、勧告に従った措置を速やかに講じるとともに、改めて当社グループのコ

ンプライアンス意識の向上と、下請法遵守体制を充実させ、再発防止の徹底を図ってまいります。

今後は、当社ならびに当社連結子会社がグループ一丸となって信頼の回復に努めてまいります。

②反社会的勢力排除について

　当社は、「井関グループ倫理行動規範」を定め、反社会的勢力や団体との絶縁を掲げ、関係遮断に取組

んでおります。また、当社およびグループ会社の企業倫理確立のため、「井関グループ倫理行動規範」

に反社会的勢力に対する行動指針を示すとともに、反社会的勢力排除に向け体制の整備と活動を行っ

ております。総務部を対応統括部署として、事案により関係部門と協議して対応しております。平素か

ら警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部専門機関と連携し、反社会的勢力に対する体制を

整備しております。また、当社は社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に所属し、定期的に指導

を受けるとともに、情報の共有化を図っております。
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(3) 会社と社外監査役との関係

社外監査役３名は当社の大株主である金融機関の出身者であります。なお、社外監査役と当社には人

的関係、資本的関係または取引先関係その他の利害関係はありません。

(4) 会計監査の状況

当社の会計監査人は新日本監査法人であり、当社と同監査法人の間には、特別の利害関係はありませ

ん。当社と監査法人の間では、監査契約書を締結し、それに基づく報酬を支払っております。監査役と会

計監査人は定例の連絡会を開催し、監査計画・監査内容等の情報交換を行っております。また、定例の

連絡会以外に必要に応じて会合を開催し、監査上の検出事項等の情報共有を図っております。

業務を執行した公認会計士の氏名

神本 満男（新日本監査法人）

西原 健二（新日本監査法人）

伊藤 嘉章（新日本監査法人）

継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与する

ことのないよう措置をとっております。

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士       ６名

会計士補等       25名

(5) リスク管理体制の整備の状況

リスク管理につきましては、当社グループを取り巻くリスクに対し、管理基準・規程や監視・対処体

制を整備し、リスクの発生防止、損失の最小化に努めております。

(6) 内部監査及び監査役監査の状況

監査役会は社外監査役３名を含む４名より構成され、監査役は関係会社、各事業・各業務部門への監

査を実施し、諸法令、諸規程、諸規則に基づき、業務が正常に遂行されているかの確認、指導を行ってお

ります。また、内部監査部門として７名で構成する監査室を設置し、内部監査規程に基づき関係会社及

び社内各部門を対象に会計監査・業務監査・コンプライアンス監査を実施しております。

(7) 役員報酬及び監査報酬

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬の内

容は次のとおりであります。

　①役員報酬の内容

取締役に支払った報酬 180百万円

監査役に支払った報酬 59百万円

　②監査報酬の内容

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 42百万円

上記以外の業務に基づく報酬(内部統制の評価作業に関する助言およ
び英文財務諸表への移行に関する助言) 14百万円

(8) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　東京証券取引所並びに大阪証券取引所の求めに応じ、平成19年６月に改善報告書ならびに平成19年12

月に改善状況報告書を提出いたしました。この間、改善報告書に計画いたしましたコンプライアンス研

修の実施、内容の充実を図ってまいりました。

　また、当社はステークホルダーの皆様との良好な関係を築くためには、情報の適時適切な開示が不可

欠であると考えております。このため、四半期業績説明会等を積極的に取組んでおります。

環境問題への対応につきましては、「環境委員会」を設置し、「環境報告書」を定期的に発行（平成19

年８月発行）する等、グループ全体で積極的に取組んでおり、第三者機関から「環境への取組みが特に
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先進的と認められる企業」の評価を受けております。さらに、「知的財産報告書」を発行（平成19年８

月発行）し、研究開発活動及び知的財産強化の取組みを開示する等、積極的な情報開示に努めておりま

す。

　なお、平成19年６月１日付で前述しました「経営監理委員会」を設置するとともに、内部通報制度を

「倫理ホットライン」として、お取引先の企業、お取引先企業の従業員の方々にご紹介し、不正・法令

違反、反倫理的行為について通報を受け付けるように改めております。

(9)当社のコーポレート・ガバナンス体制の状況を模式図で示すと以下のとおりであります。
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(10)取締役会定数

当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。

(11)取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の

選任決議は累積投票によらない旨も定款に定めております。

(12)株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項及び理由

①自己株式の取得

　会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる

旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行できるようにするためであります。

②取締役の責任免除

　会社法第426条第１項の規定により、取締役(取締役であった者を含む。)の会社法第423条第１項の

責任につき、善意でかつ重大な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の

範囲内で、その責任を免除することができる旨定款に定めております。これは、取締役が職務を遂行

するにあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするためであります。

③監査役の責任免除

　会社法第426条第１項の規定により、監査役(監査役であった者を含む。)の会社法第423条第１項の

責任につき、善意でかつ重大な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の

範囲内で、その責任を免除することができる旨定款に定めております。これは、監査役が職務を遂行

するにあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするためであります。

④会計監査人の責任免除

　会社法第426条第１項の規定により、会計監査人(会計監査人であった者を含む。)の会社法第423条

第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定める

限度額の範囲内で、その責任を免除することができる旨定款に定めております。これは、会計監査人

が職務を遂行するにあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするためであります。

(13)株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を目的とするものであります。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)は、改正後の連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当

事業年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月

31日)の連結財務諸表及び前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)の財務諸表について、並

びに金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年

３月31日)の連結財務諸表及び当事業年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)の財務諸表につい

て、新日本監査法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金及び預金 5,270 5,817

　　　受取手形及び売掛金 ※７ 31,950 28,840

　　　有価証券 23 53

　　　棚卸資産 45,511 42,642

　　　繰延税金資産 578 313

　　　その他 3,162 3,117

　　　貸倒引当金 △125 △93

　　　流動資産合計 86,37147.6 80,69146.6

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産
※１
※２

　　　　建物及び構築物 15,608 16,293

　　　　機械装置及び運搬具 9,725 9,047

　　　　工具・器具備品 3,074 3,067

　　　　土地 ※８ 50,562 50,729

　　　　建設仮勘定 1,139 651

　　　　その他 42 32

　　　有形固定資産合計 80,15244.2 79,82046.1

　２　無形固定資産 986 0.6 835 0.5

　３　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 ※３ 8,823 6,324

　　　　長期貸付金 204 188

　　　　繰延税金資産 696 596

　　　　その他 ※３ 4,817 5,396

　　　　貸倒引当金 △691 △655

　　　投資その他の資産合計 13,8517.6 11,8506.8

　　　固定資産合計 94,99052.4 92,50653.4

　　　資産合計 181,362100 173,198100
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　支払手形及び買掛金 ※７ 42,352 40,788

　　　短期借入金 ※１ 24,150 25,092

　　　一年内に償還予定の社債 140 100

　　　一年内に返済予定
　　　の長期借入金

※１ 7,525 9,469

　　　未払消費税等 232 532

　　　未払法人税等 612 511

　　　未払費用 3,602 3,145

　　　賞与引当金 584 462

　　　その他
※
１※
７

3,825 2,962

　　　流動負債合計 83,02645.8 83,06648.0

Ⅱ　固定負債

　　　社債 8,045 2,545

　　　長期借入金 ※１ 18,455 20,726

　　　繰延税金負債 1,226 854

　　　再評価に係る
　　　繰延税金負債

※８ 7,595 7,595

　　　退職給付引当金 5,185 4,164

　　　役員退職慰労引当金 306 318

　　　負ののれん 384 46

　　　その他 ※１ 1,413 1,324

　　　固定負債合計 42,61223.5 37,57521.7

　　　負債合計 125,63869.3 120,64169.7
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　　　資本金 22,78412.6 22,78413.1

　　　資本剰余金 12,8157.1 12,8157.4

　　　利益剰余金 5,5483.0 4,0812.4

　　　自己株式 △163△0.1 △167△0.1

　　　株主資本合計 40,98522.6 39,51422.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

2,5981.4 907 0.5

　　　土地再評価差額金 ※８ 10,5275.8 10,5276.1

　　　為替換算調整勘定 28 0.0 31 0.0

　　　評価・換算差額等合計 13,1537.2 11,4666.6

Ⅲ　少数株主持分 1,5850.9 1,5750.9

　　　純資産合計 55,72430.7 52,55630.3

　　　負債純資産合計 181,362100 173,198100
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 153,728100 144,714100

Ⅱ　売上原価
※１
※２

105,30968.5 99,60268.8

　　　売上総利益 48,41931.5 45,11231.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２

　　　広告宣伝費 1,517 1,228

　　　荷造運送費 3,662 3,777

　　　役員従業員給与諸手当 19,152 18,562

　　　賞与 3,285 2,436

　　　退職給付費用 1,820 1,803

　　　役員退職慰労
　　　引当金繰入額

55 72

　　　減価償却費 1,177 1,196

　　　その他 15,504 46,17530.0 15,299 44,37630.7

　　　営業利益 2,2431.5 735 0.5

Ⅳ　営業外収益

　　　受取利息 204 223

　　　受取配当金 154 142

　　　負ののれん償却額 118 337

　　　受取奨励金 209 174

　　　不動産賃貸料 131 128

　　　為替差益 170 ―

　　　その他 520 1,5090.9 591 1,5991.1

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 1,015 1,163

　　　売上割引 120 149

　　　為替差損 ― 194

　　　棚卸資産廃棄損 946 509

　　　その他 394 2,4761.6 283 2,3001.6

　　　経常利益 1,2760.8 34 0.0
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　　　固定資産売却益 ※３ 44 56

　　　投資有価証券売却益 ― 1,346

　　　役員退職慰労引当金
      取崩益

※４ ― 28

　　　その他 ― 44 0.0 15 1,4471.0

Ⅶ　特別損失

　　　固定資産廃売却損 ※５ 312 282

　　　減損損失 ※６ 25 ―

　　　ゴルフ会員権評価損 0 3

　　　貸倒引当金繰入額 119 ―

　　　特別退職金 ※７ ― 920

　　　貸倒損失 ― 385

　　　役員退職金 47 93

　　　製品リコール対策費用 ― 180

　　　下請代金補償費 ※８ ― 126

　　　その他 7 513 0.3 11 2,0041.4

　　　税金等調整前当期純利益
　　　又は税金等調整前当期純
　　　損失(△)

807 0.5 △521△0.4

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

866 649

　　　過年度法人税等戻入額 ― △852

　　　法人税等調整額 △112 753 0.5 1,139 936 0.6

　　　少数株主利益 35 0.0 8 0.0

　　　当期純利益
　　　又は当期純損失(△)

18 0.0 △1,466△1.0
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 22,784 12,815 6,207 △154 41,653

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当　　　　　（注） ― ― △677 ― △677

　当期純利益 ― ― 18 ― 18

　自己株式の取得 ― ― ― △8 △8

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― ― △659 △8 △667

平成19年３月31日残高(百万円) 22,784 12,815 5,548 △163 40,985

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,896 10,527 15 13,438 1,558 56,650

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当　　　　　（注） ― ― ― ― ― △677

　当期純利益 ― ― ― ― ― 18

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― △8

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△297 ― 12 △285 27 △258

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△297 ― 12 △285 27 △926

平成19年３月31日残高(百万円) 2,598 10,527 28 13,153 1,585 55,724

　(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 22,784 12,815 5,548 △163 40,985

連結会計年度中の変動額

　当期純損失 ― ― △1,466 ― △1,466

　自己株式の取得 ― ― ― △4 △4

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― ― △1,466 △4 △1,470

平成20年３月31日残高(百万円) 22,784 12,815 4,081 △167 39,514

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,598 10,527 28 13,153 1,585 55,724

連結会計年度中の変動額

　当期純損失 ― ― ― ― ― △1,466

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― △4

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△1,690 ― 3 △1,686 △10 △1,696

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△1,690 ― 3 △1,686 △10 △3,167

平成20年３月31日残高(百万円) 907 10,527 31 11,466 1,575 52,556

　

EDINET提出書類

井関農機株式会社(E01563)

有価証券報告書

 43/101



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　税金等調整前当期純利益
　　　又は税金等調整前当期純損失(△)

807 △521

　　　減価償却費 3,708 4,363
　　　減損損失 25 ―
　　　負ののれん償却額 △118 △337
　　　退職給付引当金の増減額(減少は△) 376 △1,021
　　　投資有価証券売却損益 ― △1,346
　　　ゴルフ会員権評価損 0 3
　　　受取利息及び受取配当金 △358 △366
　　　支払利息 1,015 1,163
　　　為替差損益 15 △142
　　　有形・無形固定資産売却損益 268 226
　　　特別退職金 ― 920
　　　売上債権の減少額 2,896 3,110
　　　棚卸資産の増減額(増加は△) △5,594 2,868
　　　仕入債務の増減額(減少は△) 748 △1,564
　　　その他 △1,202 △1,026
　　　　小計 2,587 6,328
　　　利息及び配当金の受取額 356 370
　　　利息の支払額 △1,025 △1,162
　　　特別退職金の支払額 ― △920
　　　法人税等の支払額 △1,591 △813
　　　法人税等の還付額 575 59
　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 902 3,861
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有価証券の取得による支出 △23 △23
　　　有価証券の売却による収入 146 23
　　　有形・無形固定資産の取得による支出 △5,692 △5,211
　　　有形・無形固定資産の売却による収入 990 695
　　　投資有価証券の取得による支出 △100 △1,615
　　　投資有価証券の売却による収入 ― 2,597
　　　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の
　　　取得による支出

△276 ―

　　　貸付金の純減少額 33 35
　　　定期預金の純減少額 96 155
　　　その他 106 438
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △4,718 △2,904
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　短期借入金の純増加額 4,255 929
　　　長期借入れによる収入 18,180 12,490
　　　長期借入金の返済による支出 △19,437 △8,274
　　　社債の償還による支出 △100 △5,540
　　　自己株式の取得による支出 △8 △4
　　　配当金の支払額 △677 ―
　　　その他 △3 △13
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 2,207 △412
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 3 157
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額
    又は減少額(△)

△1,604 702

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 6,589 4,985
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 4,985 5,687
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　34社

　　主要な連結子会社の名称は「第１　

企業の概況　４関係会社の状況」

に記載しているため省略しており

ます。

　　なお、新たに株式を取得した北日本

床土㈱を連結の範囲に含めたこと

により１社増加しております。又、

連結子会社の統合により１社減少

しております。

(1) 連結子会社の数　29社

　　主要な連結子会社の名称は「第１　

企業の概況　４関係会社の状況」

に記載しているため省略しており

ます。

　　なお、連結子会社の統合により５社

減少しております。

(2) 主要な非連結子会社名

　　N.V. ISEKI EUROPE S.A.

　　非連結子会社は小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため連結の範囲か

ら除外しております。

(2) 主要な非連結子会社名

　　N.V. ISEKI EUROPE S.A.

同左

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及

び関連会社はありません。

(1) 持分法を適用した非連結子会社及

び関連会社はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社の主要な会社の名称

　　N.V. ISEKI EUROPE S.A.

ISEKI-MASCHINEN GMBH 

DEUTSCHLAND

　　持分法非適用会社は、それぞれ当期

純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の

適用から除外しております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社の主要な会社の名称

　　N.V. ISEKI EUROPE S.A.

ISEKI-MASCHINEN GMBH 

DEUTSCHLAND

同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、㈱ヰセキ北海道ほ

か19社の決算日は12月31日、㈱井関松

山製造所ほか13社の決算日は３月31日

であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同

日現在の決算財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行ってお

ります。

連結子会社のうち、㈱ヰセキ北海道ほ

か14社の決算日は12月31日、㈱井関松

山製造所ほか13社の決算日は３月31日

であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同

日現在の決算財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行ってお

ります。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

　(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

　　①　棚卸資産 主として総平均法による低価法により

評価しております。

同左

　　②　有価証券 (イ)満期保有目的の債券

　　償却原価法(定額法)

(ロ)その他有価証券

　・時価のあるもの

　　連結決算末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は主

として移動平均法により算定)

(イ)満期保有目的の債券

　　同左

(ロ)その他有価証券

　・時価のあるもの

　　同左

　・時価のないもの

　　主として移動平均法による原価法

　・時価のないもの

　　同左

　　③　デリバティブ 時価法 同左

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

　　①　有形固定資産 有形固定資産の減価償却の方法は、主

として工具及び平成10年４月１日以降

の新規取得建物(建物附属設備を除く)

については定額法、その他については

定率法によっております。

(主な耐用年数)

建物及び構築物　　　　３年～50年

機械装置及び運搬具　　２年～17年

工具・器具備品　　　　２年～20年

なお、取得価額が10万円以上20万円未

満の少額減価償却資産については主

として３年間で均等償却をしており

ます。

有形固定資産の減価償却の方法は、主

として工具及び平成10年４月１日以降

の新規取得建物(建物附属設備を除く)

については定額法、その他については

定率法によっております。

(主な耐用年数)

建物及び構築物　　　　３年～50年

機械装置及び運搬具　　２年～17年

工具・器具備品　　　　２年～20年

なお、取得価額が10万円以上20万円未

満の少額減価償却資産については主

として３年間で均等償却をしており

ます。

(会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、当連結会

計年度より、法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律 平成19年

３月30日 法律第６号)及び(法人税法

施行令の一部を改正する政令　平成19

年３月30日 政令第83号))に伴い、平

成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産については、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微

であります。

(追加情報)

当社及び国内連結子会社は、当連結会

計年度より、法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年度から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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この結果、従来の方法によった場合に

比べ、営業利益、経常利益は427百万円

減少しております。また、税金等調整前

当期純損失は427百万円増加しており

ます。

　　②　無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間(５

年)、市場販売目的のソフトウェアにつ

いては見込販売期間(３年)に基づく定

額法によっております。

同左

　(3) 重要な引当金の計上基

準

　　①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

同左

　　②　賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため、支給

見込額基準により計上しております。

同左

　　③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

なお、会計基準変更時差異については、

15年による按分額を費用処理しており

ます。また、過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残存勤務期

間の年数による定額法により費用処理

しております。

数理計算上の差異については、各連結

会計年度の発生時の従業員の平均残存

勤務期間の年数による定額法によりそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。

同左

　　④　役員退職慰労引当金 連結財務諸表提出会社と一部の連結子

会社は役員の退職慰労金の支払に備え

るため、内規に基づく要支給額を計上

しております。

同左

　(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。

なお、在外子会社の資産、負債及び収

益、費用は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めて

計上しております。

同左

　(5) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(6) 重要なヘッジ会計の方

法

(イ)ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。

　　なお、為替予約が付されている外貨

建金銭債権債務等については、振

当処理を行っております。

(イ)ヘッジ会計の方法

　　同左

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　・ヘッジ手段

　　為替予約取引

　　金利スワップ取引

　・ヘッジ対象

　　外貨建金銭債権債務

　　借入金

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　同左

(ハ)ヘッジ方針

　　財務上発生している為替変動リスク

及び金利変動リスクをヘッジして

おります。

　　なお、輸出入業務を行う上で発生す

る外貨建取引に対する為替変動リ

スクに関しては、輸出為替と輸入

為替のバランスを取ること、又、借

入金の金利変動リスクに関しては

主として金利負担の平準化を目的

に変動金利借入金に対してヘッジ

する方針であります。

(ハ)ヘッジ方針

　　同左

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ対象とヘッジ手段についての

それぞれのキャッシュ・フロー総

額の変動額を比較することによ

り、ヘッジ有効性の評価をしてお

ります。

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　　同左

(ホ)その他リスク管理方法のうちヘッ

ジ会計に係るもの

　　取引については取引手続及び取引権

限等を定めた社内規程に基づいて

運用しており、また、リスクヘッジ

の有効性の評価等については、定

期的に財務部門が検証することと

しております。

(ホ)その他リスク管理方法のうちヘッ

ジ会計に係るもの

　　同左

　(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

　　①　消費税等の会計処理の

方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

発生年度以降20年以内で均等償却をし

ております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっており

ます。

同左
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会計処理の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用

指針第８号)を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、54,138百万

円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。

――――――――――

　

表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結貸借対照表)

前連結会計年度において「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「負ののれ

ん」と表示しております。

(連結損益計算書）

前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「負の

のれん償却額」と表示しております。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「負の

のれん償却額」と表示しております。

――――――――――

　

EDINET提出書類

井関農機株式会社(E01563)

有価証券報告書

 50/101



注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

金額(百万円) 金額(百万円)

※１
このうち担保に供して

いるもの
※１

このうち担保に供して

いるもの

Ⅰ　有形固定資産 Ⅰ　有形固定資産

建物及び構築物 2,880 建物及び構築物 2,741

土地 8,93411,814 土地 9,01211,754

Ⅱ　上記に対する債務 Ⅱ　上記に対する債務

短期借入金 6,398 短期借入金 7,965

一年内に返済予定の

長期借入金
1,321

一年内に返済予定の

長期借入金
1,543

長期借入金 2,51010,230 その他(未払金) 9

長期借入金 2,404

その他(長期未払金) 78 12,001

※２　 有形固定資産減価償却累計額 87,024百万円※２　 有形固定資産減価償却累計額 87,995百万円

※３　 非連結子会社及び関連会社に対するもの

投資有価証券(株式) 79百万円

その他(出資金) 113百万円

※３　 非連結子会社及び関連会社に対するもの

投資有価証券(株式) 79百万円

その他(出資金) 113百万円

　４　保証債務

　東日本農機具協同組合 4,139百万円

　西日本農機具協同組合 2,430百万円

　近畿農機具商業協同組合 1,512百万円

　東海農機具商業協同組合 1,030百万円

　その他 595百万円

　計 9,706百万円

　４　保証債務

　東日本農機具協同組合 4,139百万円

　西日本農機具協同組合 2,430百万円

　近畿農機具商業協同組合 1,512百万円

　東海農機具商業協同組合 1,030百万円

　その他 528百万円

　計 9,639百万円

　５　 受取手形割引高 65百万円　５　 受取手形割引高 98百万円

　６　 受取手形裏書譲渡高 639百万円　６　 受取手形裏書譲渡高 507百万円

※７　連結会計年度末日満期手形の処理

当連結会計年度末日は、金融機関の休日でありま

したが、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。

なお、当連結会計年度末日満期手形は次のとおり

であります。

受取手形 25百万円

支払手形 2,274百万円

その他（設備支払手形) 169百万円

※７　――――――――――
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※８ 事業用土地の再評価

連結財務諸表提出会社において、土地の再評価に

関する法律の一部を改正する法律(平成13年３月

31日公布法律第19号)に基づき、事業用土地の再評

価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３項に定め

る固定資産税評価額に合理的な調整を行って

算出。

・再評価を行った年月日

　　平成13年３月31日

・再評価を行った土地の期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額

△9,025百万円

※８　 事業用土地の再評価

連結財務諸表提出会社において、土地の再評価に

関する法律の一部を改正する法律(平成13年３月

31日公布法律第19号)に基づき、事業用土地の再評

価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３項に定め

る固定資産税評価額に合理的な調整を行って

算出。

・再評価を行った年月日

　　平成13年３月31日

・再評価を行った土地の期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額

△9,582百万円

　９　コミットメントライン契約

　　　当社において、有利子負債削減、資金効率、金融収支の

改善を目的としてシンジケーション方式によるコ

ミットメントライン契約を締結しております。

　　　なお、当連結会計年度末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 20,000百万円

借入実行残高 5,400百万円

差引額 14,600百万円

　９　コミットメントライン契約

　　　当社において、有利子負債削減、資金効率、金融収支の

改善を目的としてシンジケーション方式によるコ

ミットメントライン契約を締結しております。

　　　なお、当連結会計年度末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 20,000百万円

借入実行残高 5,500百万円

差引額 14,500百万円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　売上原価に算入されている棚卸資産の低価基準に

よる評価減の金額　     　 　 　　   29百万円

※１　売上原価に算入されている棚卸資産の低価基準に

よる評価減の金額　     　 　 　　　  7百万円

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費　　　　　　 　　　　 　 　4,498百万円

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費　　　　　　 　　　　 　 　3,894百万円

※３　固定資産売却益

機械装置及び運搬具 34百万円

土地 9百万円

計 44百万円

※３　固定資産売却益

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 42百万円

工具・器具備品 0百万円

土地 13百万円

無形固定資産 0百万円

計 56百万円

※４　―――――――――― ※４　役員退職慰労引当金取崩益

役員退職慰労金の受領辞退に伴う取崩益を計上し

ております。

※５　固定資産廃売却損

建物及び構築物 112百万円

機械装置及び運搬具 172百万円

工具・器具備品 24百万円

土地 1百万円

無形固定資産 2百万円

計 312百万円

※５　固定資産廃売却損

建物及び構築物 64百万円

機械装置及び運搬具 137百万円

工具・器具備品 78百万円

無形固定資産 2百万円

計 282百万円

※６　減損損失

当連結会計年度において以下の資産について減損

損失25百万円(建物１百万円、土地23百万円)を計

上しております。

用途 種類 場所
金額

（百万円）

遊休
資産

土地 北海道江別市 17

建物、
土地

青森県つがる市 8

計 25

(経緯)

上記の資産は遊休状態であり、今後の使用見込み

がなく、また土地の市場価格が下落しているため

減損損失を認識しました。

(グルーピングの方法)

継続的に収支の把握がなされている単位を基礎

として資産のグルーピングを行っております。な

お、遊休資産及び賃貸用資産については個々の物

件ごとにグルーピングをしております。

(回収可能価額の算定方法)

回収可能価額は、正味売却価額を使用し、土地に

ついては固定資産税評価額を合理的に調整した

価格等により評価しております。

※６　――――――――――

※７　―――――――――― ※７　特別退職金

希望退職者募集に伴う特別加算金を計上しており

ます。

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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※８　―――――――――― ※８　下請代金補償費

下請代金支払遅延防止法第４条第１項第３号(下

請代金の減額の禁止)の規定に基づく公正取引委

員会よりの勧告に伴う支払額を計上したものであ

ります。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数(株)

増加株式数(株) 減少株式数(株)
当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 226,536,329 ― ― 226,536,329

合計 226,536,329 ― ― 226,536,329

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数(株)

増加株式数(株) 減少株式数(株)
当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 666,946 23,167 ― 690,113

合計 666,946 23,167 ― 690,113

(注)　普通株式の増加23,167株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月27日
定時株主総会

普通株式 677 3 平成18年３月31日 平成18年６月27日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
　
当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数(株)

増加株式数(株) 減少株式数(株)
当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 226,536,329 ― ― 226,536,329

合計 226,536,329 ― ― 226,536,329
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数(株)

増加株式数(株) 減少株式数(株)
当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 690,113 21,396 ― 711,509

合計 690,113 21,396 ― 711,509
　

(注)　普通株式の増加21,396株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

該当事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金及び預金勘定 5,270百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△285百万円

現金及び現金同等物 4,985百万円
　

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日)

現金及び預金勘定 5,817百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△130百万円

現金及び現金同等物 5,687百万円
　

　

(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

建物及び
構築物

35 27 7

機械装置
及び運搬具

3,433 1,232 2,200

工具・器具
備品

4,849 2,686 2,162

合計 8,318 3,947 4,371

　

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

建物及び
構築物

35 31 3

機械装置
及び運搬具

4,421 1,810 2,610

工具・器具
備品

5,730 3,335 2,394

合計 10,187 5,177 5,009

　
②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,485百万円

１年超 2,992百万円

合計 4,478百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,716百万円

１年超 3,409百万円

合計 5,126百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,572百万円

減価償却費相当額 1,436百万円

支払利息相当額 126百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,921百万円

減価償却費相当額 1,765百万円

支払利息相当額 152百万円

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法

　　同左

　・利息相当額の算定方法

　　リース開始時におけるリース料総額からリース物件の

取得価額相当額を控除した額を利息相当額とし、各

期への配分方法は利息法によっております。

　・利息相当額の算定方法

　　同左

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 223百万円

１年超 244百万円

合計 468百万円

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 183百万円

１年超 60百万円

合計 243百万円
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(有価証券関係)

有価証券

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの

250 248 △1 250 249 △0

合計 250 248 △1 250 249 △0

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

株式 2,718 7,064 4,346 2,994 4,617 1,623

債券

　その他 ― ― ― 2 2 0

小計 2,718 7,064 4,346 2,996 4,620 1,623

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えないも
の

株式 16 10 △5 598 501 △96

債券

　その他 100 92 △7 97 77 △19

小計 116 103 △12 696 579 △116

合計 2,834 7,168 4,333 3,692 5,199 1,506

　

３　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

記載すべき該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

記載すべき該当事項はありません。

　

４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

売却額(百万円) ― 2,600

売却益の合計額(百万円) ― 1,346

売却損の合計額(百万円) ― ―
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５　時価評価されていない主な有価証券

　

区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

　　割引金融債 23 23

(2) その他有価証券

　　非上場株式 1,326 826

　

６　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

　

区分 １年以内(百万円) １年超５年以内(百万円) ５年超10年以内(百万円)

債券

　　その他 23 250 ―

合計 23 250 ―

　

当連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

　

区分 １年以内(百万円) １年超５年以内(百万円) ５年超10年以内(百万円)

債券

　　その他 53 220 ―

合計 53 220 ―

　

次へ
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(1) 取引の内容及び利用目的等

　　当社及び一部の連結子会社は、財務上発生している為

替リスク及び金利リスクを軽減し、このリスクを効

率的に管理する手段としてデリバティブ取引を行っ

ております。主な取引としては、通貨関連では、輸出

入業務を行う上で、外貨建資産・負債に係る将来の

為替相場の変動による為替変動リスクをヘッジする

ため先物為替予約を行い、また、金利関連では、借入

金の金利変動による金利変動リスクをヘッジするた

め金利スワップ取引を行っております。

(1) 取引の内容及び利用目的等

　　同左

(2) 取引に対する取組方針

　　当社及び一部の連結子会社は、デリバティブ取引を市

場変動リスクのヘッジを目的として使用しており、

投機的な取引及び短期的な売買損益を目的とした取

引は行っておりません。

(2) 取引に対する取組方針

　　同左

(3) 取引に係るリスクの内容

　　当社及び一部の連結子会社が利用している先物為替予

約取引及び金利スワップ取引は、それぞれ為替相場

の変動によるリスク及び市場金利の変動によるリス

クを有しております。

　　なお、デリバティブ取引の相手先は信用度の高い金融

機関と取引を行っているため、相手方の契約不履行

によるリスクは殆んどないものと判断しておりま

す。

(3) 取引に係るリスクの内容

　　同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

　　取引手続及び取引権限等を定めた社内規程に基づいて

運用しております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

　　同左

　

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(平成19年３月31日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(1) 通貨関連

当連結会計年度末においては、記載すべき該当事項はありません。

　

(2) 金利関連

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(平成20年３月31日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(1) 通貨関連

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。

　

(2) 金利関連

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、主に確定給付型の制度として

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており

ます。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支

払う場合があります。

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、主に確定給付型の制度として

規約型確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けております。また、従業員の

退職等に際して割増退職金を支払う場合がありま

す。

２　退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)

　退職給付債務 △30,208百万円

　年金資産 14,560百万円

　未積立退職給付債務 △15,647百万円

　会計基準変更時差異の未処理額 11,683百万円

　未認識数理計算上の差異 1,021百万円

　未認識過去勤務債務 △857百万円

　連結貸借対照表計上額純額 △3,800百万円

　前払年金費用 1,385百万円

　退職給付引当金 △5,185百万円

(注) １　当社及び一部の連結子会社において、退職一時

金制度における給付水準減額の制度変更が行

われたことにより、過去勤務債務（債務の減

額）が発生しております。

２　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)

　退職給付債務 △25,410百万円

　年金資産 11,196百万円

　未積立退職給付債務 △14,213百万円

　会計基準変更時差異の未処理額 10,223百万円

　未認識数理計算上の差異 1,902百万円

　未認識過去勤務債務 △723百万円

　連結貸借対照表計上額純額 △2,811百万円

　前払年金費用 1,352百万円

　退職給付引当金 △4,164百万円

(注) １　当社及び一部の連結子会社において、退職一時

金制度における給付水準減額の制度変更が行

われたことにより、過去勤務債務（債務の減

額）が発生しております。

２　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

　勤務費用 1,408百万円

　利息費用 501百万円

　期待運用収益 △195百万円

　会計基準変更時差異の費用処理額 1,460百万円

　数理計算上の差異の費用処理額 232百万円

　過去勤務債務の費用処理額 △98百万円

　その他の退職給付費用 51百万円

　退職給付費用 3,360百万円
　

３　退職給付費用に関する事項

　勤務費用 1,514百万円

　利息費用 495百万円

　期待運用収益 △241百万円

　会計基準変更時差異の費用処理額 1,460百万円

　数理計算上の差異の費用処理額 215百万円

　過去勤務債務の費用処理額 △134百万円

　その他の退職給付費用 64百万円

　退職給付費用 計 3,374百万円

　特別退職金 920百万円

　計 4,295百万円

(注) １ 「過去勤務債務の費用処理額」は、「２　退職給

付債務に関する事項」(注)１に記載の過去勤

務債務に係る当期の費用処理額であります。

２ 「その他の退職給付費用」は、確定拠出年金制度

への掛金拠出額及び従業員の退職時に支払っ

た割増退職金等であります。

３  簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「勤務費用」に計上しております。

(注) １ 「過去勤務債務の費用処理額」は、「２　退職給

付債務に関する事項」(注)１に記載の過去勤

務債務に係る当期の費用処理額であります。

２ 「その他の退職給付費用」は、確定拠出年金制度

への掛金拠出額及び従業員の退職時に支払っ

た割増退職金等であります。

３  簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「勤務費用」に計上しております。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法

　　　期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 2.0％

④　過去勤務債務の額の処理年数 10年～13年

発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数による

定額法により費用処理しております。

⑤　数理計算上の差異の処理年数 10年～13年

発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数による

定額法により、翌連結会計年度から費用処理して

おります。

⑥　会計基準変更時差異の処理年数 15年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法

　　　期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 2.0％

④　過去勤務債務の額の処理年数 10年～13年

　同左

 

⑤　数理計算上の差異の処理年数 10年～13年

　同左

 

⑥　会計基準変更時差異の処理年数 15年

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

　退職給付引当金 1,473百万円

　賞与引当金 325百万円

　未実現利益 55百万円

　繰越欠損金 501百万円

　その他 426百万円

　繰延税金負債と相殺 △1,507百万円

　繰延税金資産計 1,275百万円

(繰延税金負債)

　圧縮記帳積立金 175百万円

　前払年金費用 541百万円

　その他有価証券評価差額 1,735百万円

　その他 315百万円

　繰延税金資産と相殺 △1,507百万円

　繰延税金負債計 1,260百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

　退職給付引当金 662百万円

　賞与引当金 140百万円

　未実現利益 50百万円

　繰越欠損金 103百万円

　その他 191百万円

　繰延税金負債と相殺 △239百万円

　繰延税金資産計 909百万円

(繰延税金負債)

　圧縮記帳積立金 113百万円

　前払年金費用 106百万円

　その他有価証券評価差額 648百万円

　その他 274百万円

　繰延税金資産と相殺 △239百万円

　繰延税金負債計 902百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異

法定実効税率 40.0％

(調整項目)

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

24.9％

住民税均等割等 17.9％

回収懸念額 5.4％

その他 5.1％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

93.3％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異

税金等調整前当期純損失が計上されているため、記
載を省略しております。
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(企業結合等関係)

　

前連結会計年度(自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日)

　記載すべき事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)

(共通支配下の取引等)

１.子会社が行った企業再編の概要

　(1)結合当事企業の名称、その事業内容及び企業結合の法的形式、並びに結合後企業名称

結合後企業名称 結合当事企業の名称 事業内容 企業結合の法的形式

㈱ヰセキ関東

茨城ヰセキ販売㈱

農業機械販売 茨城ヰセキ販売㈱を存続会社
とする吸収合併方式

栃木ヰセキ販売㈱

埼玉ヰセキ販売㈱

千葉ヰセキ販売㈱

㈱ヰセキ信越
長野ヰセキ㈱

農業機械販売 新潟ヰセキ販売㈱を存続会社
とする吸収合併方式新潟ヰセキ販売㈱

㈱ヰセキ関西
京滋ヰセキ販売㈱

農業機械販売 ㈱ヰセキ近畿を存続会社とす
る吸収合併方式㈱ヰセキ近畿

　

　(2)取引の目的を含む取引の概要

連結子会社である販売会社を合併することにより、市場変化への対応力を高め、販売力を強化すると

ともに各社が保有する経営資源を有効活用し、より地域に密着した販売サービス体制を構築して拡販

を図ることを目的としています。

　

　(3)企業結合日

平成20年１月１日

　

２.実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会  最終改正平成18年12月22日 企業会計基準

適用指針第10号）に基づき「共通支配下の取引」として処理しております。合併した会社はいずれも当

社100％出資の子会社であることから、当該企業結合による連結財務諸表に与える影響はありません。 
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)及び当連結会計年度(自平成19年４月

１日　至平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「農業

機械関連事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を

省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)及び当連結会計年度(自平成19年４月

１日　至平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合がいず

れも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ海外売上高(百万円) 6,751 8,936 3,165 18,853

Ⅱ連結売上高(百万円) ― ― ― 153,728

Ⅲ連結売上高に占める

　海外売上高の割合(％)
4.4 5.8 2.1 12.3

（注）１　国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

　　　２　各区分に属する主な国

ヨーロッパ・・・フランス、ドイツ、イギリス、ベルギー、スイス、オランダ、ほか

その他の地域・・韓国、台湾、中国、タイ、オーストラリア、ニュージーランド、ほか

　

当連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ海外売上高(百万円) 5,679 11,220 5,141 22,041

Ⅱ連結売上高(百万円) ― ― ― 144,714

Ⅲ連結売上高に占める

　海外売上高の割合(％)
3.9 7.8 3.5 15.2

（注）１　国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

　　　２　各区分に属する主な国

ヨーロッパ・・・フランス、ドイツ、イギリス、ベルギー、スイス、オランダ、ほか

その他の地域・・韓国、台湾、中国、タイ、オーストラリア、ニュージーランド、ほか
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

関連当事者との取引

１　子会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連
会社

東日本農
機具協同
組合

東京都
荒川区

6
農業機械の
共同購入及
び販売

直接　 0.0
間接　37.5

―
当社製品
の販売

保証債務 4,139― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の共同購入を目的として設立された協同組合であり、取引条件については市場価格、総原価を勘案

して、当社希望価格を提示し、価格交渉の上、決定しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

関連当事者との取引

１　子会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連
会社

東日本農
機具協同
組合

東京都
荒川区

6
農業機械の
共同購入及
び販売

直接　 0.0
間接　25.0

―
当社製品
の販売

保証債務 4,139― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の共同購入を目的として設立された協同組合であり、その購入資金の銀行借入に対して債務保証

を行っております。なお保証料は受領しておりません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 239.71 円

１株当たり当期純利益 0.08 円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 0.07 円

１株当たり純資産額 225.76 円　

１株当たり当期純損失 6.49 円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については
１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

(注)　１　１株当たり当期純利益又は当期純損失並びに潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

項目
前連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益又は当期純損失

　連結損益計算書上の当期純利益

　又は当期純損失(△)（百万円）
18 △1,466

　普通株式に係る当期純利益

　又は当期純損失(△)（百万円）
18 △1,466

　普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

　普通株式の期中平均株式数（株） 225,856,320 225,836,333

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　当期純利益調整額（百万円） ― ―

　普通株式増加数（株） 20,103,550 ―

　(うち 新株予約権（株）） （20,103,550) ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要

― ―

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 55,724 52,556

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 1,585 1,575

(うち 少数株主持分（百万円）） （1,585) （1,575)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 54,138 50,981

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式数（株）
225,846,216 225,824,820

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　　
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

井関農機㈱
（当社）

2009年10月５日満期ゼロ
・クーポン円建転換社債
型新株予約権付社債

平成16年
10月５日

6,795 1,395 0.00無担保
平成21年
10月５日

第３回無担保社債
(中央三井信託銀行㈱
保証付および適格機関投
資家限定)

平成17年
４月28日

1,000 1,000(注)２ 無担保
平成22年
４月28日

㈱ヰセキ東海

第１回無担保社債
(㈱愛知銀行・愛知県信
用保証協会共同保証付)

平成14年
５月27日

100 ― 0.87無担保
平成19年
５月25日

第３回無担保社債
(㈱愛知銀行・愛知県信
用保証協会共同保証付)

平成15年
３月25日

60
60
(60)

0.57無担保
平成20年
３月25日

第４回無担保社債
(㈱UFJ銀行保証付および
適格機関投資家限定)

平成15年
９月10日

180
140
(40)

0.67無担保
平成22年
９月10日

北日本床土㈱

第１回無担保社債
(㈱北海道銀行保証付お
よび適格機関投資家限
定)

平成17年
11月30日

50 50 1.00無担保
平成21年
11月30日

合計 ― ― 8,185
2,645
(100)

― ― ―

(注) １　当期末残高欄の(内書)は、１年以内償還予定の金額であります。

２　利息計算期間の開始直前の利息支払期日（初回は発行日）の２日前（銀行休業日はこれに算入しない。）の６

か月日本円TIBORに0.2％を加えた利率。

３  新株予約権付社債の内容

　

銘　　柄
2009年10月５日満期ゼロ・クーポン
円建転換社債型新株予約権付社債

発行すべき株式の内容 井関農機㈱普通株式

新株予約権の発行価額 無償

株式の発行価格（円） 338

発行価額の総額（百万円） 10,000

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の総額
（百万円）

3,205

新株予約権の付与割合（％） 100

新株予約権の行使期間 平成16年10月19日～平成21年９月21日

なお、本新株予約権の行使があった場合、当該行使をした者から、当該本新株予約権に係る本社債の全額の償

還に代えて、当該新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとみなします。

　

４　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

　
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

100 1,485 1,060 ― ―
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【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 24,150 25,092 1.54 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 7,525 9,469 1.70 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

18,455 20,726 1.75平成21年～平成26年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

─ ― ― ─

その他の有利子負債

　その他(未払金) ― 9 1.79 ─

　その他(長期未払金) ― 78 1.79平成21年～平成28年

合計 50,130 55,378 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年

ごとの返済予定額は以下のとおりであります。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 8,118 6,789 4,767 984

その他の有利子負債 9 9 9 9

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金及び預金 1,988 1,957

　　　受取手形 ※２ 6,129 7,077

　　　売掛金 ※２ 24,364 21,123

　　　有価証券 ― 30

　　　製品 15,596 14,464

　　　原材料 124 71

　　　仕掛品 17 6

　　　貯蔵品 191 230

　　　前渡金 668 684

　　　前払費用 212 240

　　　繰延税金資産 289 ―

　　　短期貸付金 ※２ 16,974 13,944

　　　未収入金 1,225 1,369

　　　その他 120 125

　　　貸倒引当金 △39 △25

　　　流動資産合計 67,86352.2 61,29949.5

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　　　建物 3,330 4,244

　　　　構築物 275 265

　　　　機械装置 3,653 3,090

　　　　車輌運搬具 6 7

　　　　工具・器具備品 1,598 1,571

　　　　土地 ※５ 25,455 25,515

　　　　建設仮勘定 129 93

　　　有形固定資産合計 34,44926.5 34,78728.1

　２　無形固定資産

　　　　借地権 85 85

　　　　ソフトウェア 422 270

　　　　その他 68 103

　　　無形固定資産合計 576 0.4 459 0.4
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　３　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 8,607 6,072

　　　　関係会社株式 17,660 18,502

　　　　出資金 39 39

　　　　関係会社出資金 330 150

　　　　従業員に対する
　　　　長期貸付金

137 110

　　　　関係会社長期貸付金 1,774 1,799

　　　　破産更生債権等 0 0

　　　　長期前払費用 364 299

　　　　その他 1,797 1,716

　　　　貸倒引当金 △2,592 △260

　　　　投資損失引当金 △954 △1,263

　　　投資その他の資産合計 27,16520.9 27,16922.0

　　　固定資産合計 62,19047.8 62,41650.5

　　　資産合計 130,054100 123,716100
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　支払手形
※２
※４

16,189 14,886

　　　買掛金 ※２ 12,540 13,714

　　　短期借入金 10,200 10,100

　　　一年内に返済予定の
　　　長期借入金

4,341 6,170

　　　未払金 516 589

　　　未払費用 ※２ 2,621 2,199

　　　未払法人税等 154 140

　　　前受金 264 181

　　　預り金 96 79

　　　設備支払手形 ※４ 642 230

　　　その他 1 1

　　　流動負債合計 47,56836.6 48,29439.0

Ⅱ　固定負債

　　　社債 7,795 2,395

　　　長期借入金 13,031 16,130

　　　繰延税金負債 1,061 702

　　　再評価に係る
　　　繰延税金負債

※５ 7,595 7,595

　　　退職給付引当金 1,594 504

　　　役員退職慰労引当金 228 246

　　　債務保証損失引当金 40 ―

　　　従業員長期預り金 1,032 857

　　　長期預り金 30 29

　　　固定負債合計 32,41124.9 28,46123.0

　　　負債合計 79,97961.5 76,75562.0
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 22,78417.5 22,78418.4

　２　資本剰余金

　　 (1)資本準備金 10,994 10,994

　　 (2)その他資本剰余金 2,371 2,371

　　　　資本剰余金合計 13,36610.3 13,36610.8

　３　利益剰余金

(1)その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 971 △458

　　　　利益剰余金合計 971 0.7 △458△0.4

　４　自己株式 △163△0.1 △167△0.1

　　　株主資本合計 36,95928.4 35,52528.7

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

2,5882.0 909 0.8

　２　土地再評価差額金 ※５ 10,5278.1 10,5278.5

　　　評価・換算差額等合計 13,11510.1 11,4369.3

　　　純資産合計 50,07538.5 46,96138.0

　　　負債純資産合計 130,054100 123,716100
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※１

　　　売上高 90,784100 84,965100

Ⅱ　売上原価 ※２

　　　期首製品棚卸高 14,551 15,596

　　　当期製品製造原価 4,501 2,194

　　　当期製品仕入高 ※１ 74,435 70,250

計 93,487 88,041

　　　他勘定振替高 ※３ 1,056 509

　　　期末製品棚卸高 15,596 76,83484.6 14,464 73,06786.0

　　　売上総利益 13,95015.4 11,89714.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※４

　　　広告宣伝費 648 364

　　　荷造運送費 2,973 3,062

　　　役員報酬 287 204

　　　役員退職慰労
　　　引当金繰入額

47 46

　　　従業員給与諸手当 2,343 2,253

　　　賞与 683 426

　　　退職給付費用 785 792

　　　福利厚生費 529 487

　　　旅費及び交通費 537 498

　　　手数料 1,510 1,359

　　　賃借料 636 656

　　　倉敷料 544 487

　　　減価償却費 334 374

　　　その他の経費 1,344 13,20514.6 1,339 12,35314.5

　　　営業利益
　　　又は営業損失(△)

744 0.8 △455△0.5

　

EDINET提出書類

井関農機株式会社(E01563)

有価証券報告書

 72/101



　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益

　　　受取利息 ※１ 440 490

　　　受取配当金 ※１ 367 274

　　　賃貸料 ※１ 1,221 1,429

　　　その他 546 2,5752.8 386 2,5803.0

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 384 489

　　　社債利息 5 9

　　　売上割引 96 97

　　　貸与資産費用 807 1,154

　　　棚卸資産廃棄損 717 209

　　　関係会社配当金返還額 255 ―

　　　その他 211 2,4792.7 357 2,3182.7

　　　経常利益
　　　又は経常損失(△)

841 0.9 △193△0.2

Ⅵ　特別利益

　　　固定資産売却益 ※５ 29 37

　　　貸倒引当金戻入益 461 284

　　　投資有価証券売却益 ― 1,346

　　　役員退職慰労引当金
　　　取崩益

※６ ― 28

　　　その他 4 495 0.5 40 1,7382.0

Ⅶ　特別損失

　　　固定資産売却損 ※７ 28 56

　　　固定資産除却損 ※８ 74 110

　　　投資有価証券評価損 ― 74

　　　関係会社株式評価損 3,853 ―

　　　関係会社出資金評価損 244 179

　　　貸倒引当金繰入額 1,142 92

　　　投資損失引当金繰入額 954 309

　　　特別退職金 ※９ ― 900

製品リコール対策費用 ― 180

　　　その他 ― 6,2966.9 3 1,9052.2

　　　税引前当期純損失 4,959△5.5 360△0.4

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

24 23

　　　法人税等調整額 △165 △140△0.2 1,046 1,0691.3

　　　当期純損失 4,818△5.3 1,430△1.7

　

EDINET提出書類

井関農機株式会社(E01563)

有価証券報告書

 73/101



製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　　材料費 491 10.9 610 28.0

　　労務費 156 3.5 128 5.9

　　経費 ※１ 3,850 85.6 1,443 66.1

　　当期総製造費用 4,498 100 2,182 100

　　期首仕掛品棚卸高 19 17

計 4,518 2,200

　　期末仕掛品棚卸高 17 6

　　当期製品製造原価 4,501 2,194

(注) ※１　経費のうち主な内訳　　　(前事業年度)　　　(当事業年度)

　　減価償却費 3百万円 5百万円

　　外注加工費 3,735百万円 1,353百万円

　　水道光熱費 2百万円 3百万円

２　原価計算の方法

個別原価計算によっております。

個別原価計算の方法については、原則として実際額に基づき計算しておりますが、労務費及び間接費につい

ては予定率をもって計算し、実際額との差額は原価差額として処理しております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越
利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 22,784 10,994 2,371 13,366 6,468 6,468

事業年度中の変動額

　剰余金の配当             (注)― ― ― ― △677 △677

　当期純損失 ― ― ― ― △4,818 △4,818

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― ― △5,496 △5,496

平成19年３月31日残高(百万円) 22,784 10,994 2,371 13,366 971 971

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

自己株式 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △154 42,465 2,883 10,527 13,410 55,875

事業年度中の変動額

　剰余金の配当             (注)― △677 ― ― ― △677

　当期純損失 ― △4,818 ― ― ― △4,818

  自己株式の取得 △8 △8 ― ― ― △8

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― △295 ― △295 △295

事業年度中の変動額合計(百万円) △8 △5,505 △295 ― △295 △5,800

平成19年３月31日残高(百万円) △163 36,959 2,588 10,527 13,115 50,075

(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越
利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 22,784 10,994 2,371 13,366 971 971

事業年度中の変動額

　当期純損失 ― ― ― ― △1,430 △1,430

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― ― △1,430 △1,430

平成20年３月31日残高(百万円) 22,784 10,994 2,371 13,366 △458 △458

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

自己株式 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) △163 36,959 2,588 10,527 13,115 50,075

事業年度中の変動額

　当期純損失 ― △1,430 ― ― ― △1,430

  自己株式の取得 △4 △4 ― ― ― △4

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― △1,678 ― △1,678 △1,678

事業年度中の変動額合計(百万円) △4 △1,434 △1,678 ― △1,678 △3,113

平成20年３月31日残高(百万円) △167 35,525 909 10,527 11,436 46,961
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

　　償却原価法(定額法)

(2) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

　①　時価のあるもの

　　　決算末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

(1) 満期保有目的の債券

　　同左

(2) 子会社株式及び関連会社株式

　　同左

(3) その他有価証券

　①　時価のあるもの

　　　同左

　②　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

　②　時価のないもの

　　　同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ…時価法 同左

３　棚卸資産の評価基準及び

評価方法

製品・販売用部品

　　　総平均法による低価法

原材料・貯蔵品

　　　移動平均法による低価法

製品・販売用部品

　　　同左

原材料・貯蔵品

　　　同左

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　工具及び平成10年４月１日以降の新

規取得建物(建物附属設備を除く)

については定額法、その他につい

ては定率法を採用しております。

(主な耐用年数)

　　 建物 ３年～50年

　　 機械装置 ３年～17年

　　 工具・器具備品 ２年～20年

なお、取得価額が10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産(機械

装置(実演機)を除く)について

は、３年間で均等償却をしており

ます。

(1) 有形固定資産

　　工具及び平成10年４月１日以降の新

規取得建物(建物附属設備を除く)

については定額法、その他につい

ては定率法を採用しております。

(主な耐用年数)

　　 建物 ３年～50年

　　 機械装置 ３年～17年

　　 工具・器具備品 ２年～20年

なお、取得価額が10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産(機械

装置(実演機)を除く)について

は、３年間で均等償却をしており

ます。

(会計方針の変更)

当事業年度より、法人税法の改正

((所得税法等の一部を改正する

法律 平成19年３月30日 法律第

６号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19年３

月30日 政令第83号))に伴い、平

成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産については、改正後

の法人税法に基づく方法に変更

しております。これによる損益へ

の影響は軽微であります。

(追加情報)

当事業年度より、法人税法の改正

に伴い、平成19年３月31日以前に

取得した有形固定資産について

は、償却可能限度額まで償却が終

了した翌年度から５年間

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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　　で均等償却する方法によっておりま

す。この結果、従来の方法によった

場合に比べ、営業損失は52百万円、

経常損失及び税引前当期純損失は

358百万円、それぞれ増加しており

ます。

(2) 無形固定資産

　　定額法を採用しております。

　　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期

間(５年)、市場販売目的のソフト

ウェアについては見込販売期間

(３年)に基づく定額法を採用して

おります。

(2) 無形固定資産

　　同左

(3) 長期前払費用

　　定額法を採用しております。

(3) 長期前払費用

　　同左

５　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

　　同左

(2) 投資損失引当金

関係会社等への投資に対する損失

に備えるため、当該会社の財政状

態等を勘案し必要額を計上してお

ります。

(2) 投資損失引当金

同左

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　　なお、会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処理

しております。

　　また、数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間の年数による定額

法によりそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　　なお、会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処理

しております。

　　過去勤務債務については、発生時の

従業員の平均残存勤務期間の年数

による定額法により費用処理して

おります。

　　また、数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間の年数による定額

法によりそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく要支給額を計上

しております。

(4) 役員退職慰労引当金

　　同左

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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(5) 債務保証損失引当金

　　債務保証等による損失に備えるた

め、被保証者の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計上してお

ります。

(5) 債務保証損失引当金

同左

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

８　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約が付されている外

貨建金銭債権債務等については、

振当処理を行っております。

(1) ヘッジ会計の方法

　　同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　・ヘッジ手段

　為替予約取引

・ヘッジ対象

　外貨建金銭債権債務

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　同左

(3) ヘッジ方針

　　財務上発生している為替変動リスク

をヘッジしております。

　　なお、輸出入業務を行う上で発生す

る外貨建取引に対する為替変動リ

スクに関し、輸出為替と輸入為替

のバランスを取り、輸出為替予約

又は輸入為替予約により為替変動

リスクをヘッジする方針でありま

す。

(3) ヘッジ方針

　　同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ会計の要件を満たすかどうか

を判定するため、為替予約額が

ヘッジ対象取引額の範囲内である

ことを確認しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　同左

(5) その他リスク管理方法のうちヘッ

ジ会計に係るもの

　　取引については取引手続及び取引権

限等を定めた社内規程に基づいて

運用しており、また、リスクヘッジ

の有効性の評価等については、定

期的に財務部が検証することとし

ております。

(5) その他リスク管理方法のうちヘッ

ジ会計に係るもの

　　同左

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理の方法

　　消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理の方法

    同左
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会計処理の変更

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、50,075百万

円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

――――――――――

　

表示方法の変更

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(損益計算書)

前事業年度において、関係会社に対する株式評価損及び

貸倒引当金の計上に伴う損失を合算して、特別損失の

「関係会社投融資評価損失」として計上しておりまし

たが、明瞭性の観点から当事業年度においては、「関係

会社株式評価損」及び「貸倒引当金繰入額」と区分掲

記することとしました。

なお、当事業年度の「貸倒引当金繰入額」には、関係会

社以外に対するものが25百万円含まれております。

――――――――――
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　 有形固定資産減価償却累計額 53,317百万円※１　 有形固定資産減価償却累計額 52,880百万円

※２　関係会社に対する主な債権・債務

受取手形 1,175百万円

売掛金 19,875百万円

短期貸付金 16,938百万円

支払手形 10,466百万円

買掛金 10,175百万円

未払費用 1,239百万円

※２　関係会社に対する主な債権・債務

受取手形 1,387百万円

売掛金 18,975百万円

短期貸付金 13,920百万円

支払手形 9,482百万円

買掛金 11,516百万円

未払費用 977百万円

　３　偶発債務
　　　関係会社等の金融機関借入に対する保証

㈱ヰセキ東北 4,175百万円

東日本農機具協同組合 4,139百万円

㈱ヰセキ中国 2,641百万円

西日本農機具協同組合 2,430百万円

㈱井関松山製造所 1,770百万円

茨城ヰセキ販売㈱ 1,665百万円

近畿農機具商業協同組合 1,512百万円

その他 4,403百万円

計 22,737百万円

　　　(内保証予約　　　　　　　　　 　 　270百万円)

　３　偶発債務
　　　関係会社等の金融機関借入に対する保証

東日本農機具協同組合 4,139百万円

㈱ヰセキ東北 3,767百万円

㈱ヰセキ中国 2,508百万円

西日本農機具協同組合 2,430百万円

㈱ヰセキ関東 2,068百万円

近畿農機具商業協同組合 1,512百万円

㈱井関松山製造所 1,253百万円

その他 4,024百万円

計 21,703百万円

　　　(内保証予約　　  　　　　　　　　　239百万円)

※４　事業年度末日満期手形の処理

当事業年度末日は、金融機関の休日でありました

が、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。

なお、当事業年度末日満期手形は次のとおりであ

ります。

支払手形 1,711百万円

設備支払手形 162百万円

※４　――――――――――

 

※５　事業用土地の再評価

　　　土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律(平

成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業用

土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しておりま

す。

　　　・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３項に定める

固定資産税評価額に合理的な調整を行って算

出。

　　　・再評価を行った年月日

平成13年３月31日

　　　・再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額　   　△9,025百万円

※５　事業用土地の再評価

　　　土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律(平

成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業用

土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しておりま

す。

　　　・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３項に定める

固定資産税評価額に合理的な調整を行って算

出。

　　　・再評価を行った年月日

平成13年３月31日

　　　・再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額　  　 △9,582百万円

　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)
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　６　コミットメントライン契約

当社は有利子負債削減、資金効率、金融収支の改善

を目的としてシンジケーション方式によるコミッ

トメントライン契約を締結しております。

　　　なお、当事業年度末における貸出コミットメントに係

る借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 20,000百万円

借入実行残高 5,400百万円

差引額 14,600百万円

　６　コミットメントライン契約

当社は有利子負債削減、資金効率、金融収支の改善

を目的としてシンジケーション方式によるコミッ

トメントライン契約を締結しております。

　　　なお、当事業年度末における貸出コミットメントに係

る借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 20,000百万円

借入実行残高 5,500百万円

差引額 14,500百万円

　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　関係会社に関する事項

売上高 64,651百万円

製品仕入高 52,448百万円

受取利息 287百万円

受取配当金 267百万円

賃貸料 1,170百万円

※１　関係会社に関する事項

売上高 60,335百万円

製品仕入高 50,888百万円

受取利息 319百万円

受取配当金 177百万円

賃貸料 1,380百万円

※２　売上原価に算入されている棚卸資産の低価基準に

よる評価減の金額

製品 28百万円

※２　売上原価に算入されている棚卸資産の低価基準に

よる評価減の金額

製品 7百万円

※３　他勘定振替高の内訳

固定資産へ振替 410百万円

営業外費用へ振替 646百万円

※３　他勘定振替高の内訳

固定資産へ振替 400百万円

営業外費用へ振替 109百万円

※４　研究開発費

　　　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は159百万円であります。

※４　研究開発費

　　　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は236万円であります。

※５　固定資産売却益の内訳

機械装置(実演機) 29百万円

計 29百万円

※５　固定資産売却益の内訳

機械装置(実演機) 37百万円

計 37百万円

※６　―――――――――― ※６　役員退職慰労引当金取崩益

役員退職慰労金の受領辞退に伴う取崩益を計上し

ております。

※７　固定資産売却損の内訳

機械装置(実演機) 28百万円

計 28百万円

※７　固定資産売却損の内訳

機械装置(実演機) 56百万円

計 56百万円

※８　固定資産除却損の内訳

建物 18百万円

構築物 2百万円

機械装置 44百万円

車輌運搬具 0百万円

工具・器具備品 8百万円

計 74百万円

※８　固定資産除却損の内訳

建物 11百万円

構築物 2百万円

機械装置 46百万円

車輌運搬具 0百万円

工具・器具備品 50百万円

計 110百万円

※９　―――――――――― ※９　特別退職金

希望退職者募集に伴う特別加算金を計上しており

ます。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
　

１　自己株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

増加株式数(株) 減少株式数(株)
当事業年度末
株式数(株)

普通株式 666,946 23,167 ― 690,113

合計 666,946 23,167 ― 690,113

(注)　普通株式の増加23,167株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

１　自己株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

増加株式数(株) 減少株式数(株)
当事業年度末
株式数(株)

普通株式 690,113 21,396 ― 711,509

合計 690,113 21,396 ― 711,509

(注)　普通株式の増加21,396株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車輌運搬具 47 24 22

工具・
器具備品

491 238 253

合計 538 262 276
　

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車輌運搬具 61 36 25

工具・
器具備品

527 266 260

合計 589 303 286
　

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 111百万円

１年超 183百万円

合計 294百万円

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 103百万円

１年超 187百万円

合計 291百万円

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 110百万円

減価償却費相当額 86百万円

支払利息相当額 15百万円

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 123百万円

減価償却費相当額 109百万円

支払利息相当額 8百万円

　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

　　・利息相当額の算定方法

　　　リース開始時におけるリース料総額からリース物件

の取得価額相当額を控除した額を利息相当額と

し、各期への配分方法は利息法によっております。

　　・利息相当額の算定方法

　　　同左

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 222百万円

１年超 241百万円

合計 463百万円

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 182百万円

１年超 57百万円

合計 239百万円
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりませんので、記載すべき該当事項はあり

ません。

　

当事業年度(平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりませんので、記載すべき該当事項はあり

ません。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

　賞与引当金 146百万円

　退職給付引当金 637百万円

　繰越欠損金 470百万円

　その他 226百万円

　繰延税金負債と相殺 △1,191百万円

　繰延税金資産計 289百万円

(繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額 1,720百万円

　前払年金費用 434百万円

　関係会社株式申告調整額 98百万円

　繰延税金資産と相殺 △1,191百万円

　繰延税金負債計 1,061百万円

１　繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額 604百万円

　関係会社株式申告調整額 98百万円

　繰延税金負債計 702百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

　　負担率との差異

税引前当期純損失が計上されているため、記載を省

略しております。
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

　　負担率との差異

税引前当期純損失が計上されているため、記載を省

略しております。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 221.72 円

１株当たり当期純損失 21.34 円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については
１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

１株当たり純資産額 207.96 円

１株当たり当期純損失 6.33 円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については
１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

(注)　１　１株当たり当期純損失の算定上の基礎

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純損失

　損益計算書上の当期純損失　（百万円） 4,818 1,430

　普通株式に係る当期純損失　（百万円） 4,818 1,430

　普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

　普通株式の期中平均株式数（株） 225,856,320 225,836,333

　２　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 50,075 46,961

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 50,075 46,961

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式数（株）

225,846,216 225,824,820

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

その他有価
証券

㈱伊予銀行 1,780,000 1,893

㈱広島銀行 1,438,000 691

㈱愛媛銀行 1,406,000 539

㈱みずほフィナンシャルグループ
第十一回第十一種優先株式

500 500

日本梱包運輸倉庫㈱ 307,000 419

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,000 365

川崎重工業㈱ 1,190,000 264

東京リース㈱ 274,300 253

㈱ブリヂストン 110,000 186

中央三井トラスト・ホールディングス㈱ 204,600 123

その他(34銘柄) 716,597 614

小計 7,427,997 5,852

計 7,427,997 5,852

　

【債券】

　

銘柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券
満期保有目
的の債券

利付金融債(３銘柄) 30 30

小計 30 30

投資有価
証券

満期保有目
的の債券

利付金融債(３銘柄) 220 220

小計 220 220

計 250 250
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 15,6641,199 129 16,73412,490 275 4,244

　構築物 2,669 28 16 2,681 2,416 36 265

　機械装置 25,950 463 1,11625,29822,207 587 3,090

　車輌運搬具 127 3 10 121 113 2 7

　工具・器具備品 17,769 514 1,05917,22415,652 491 1,571

　土地 25,455 59 ― 25,515 ― ― 25,515

　建設仮勘定 129 2,379 2,415 93 ― ― 93

有形固定資産計 87,7664,649 4,74787,66852,8801,39334,787

無形固定資産

　借地権 ― ― ― 85 ― ― 85

　ソフトウェア ― ― ― 890 619 177 270

　その他 ― ― ― 106 3 0 103

無形固定資産計 ― ― ― 1,081 622 178 459

長期前払費用 698 108 ―　 806 507 172 299

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建設仮勘定 製品倉庫 1,095百万円

新機種立上り設備 416百万円

２　無形固定資産については資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少
額」の記載を省略しております。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金　　　   (注)1 2,632 120 ― 2,467 285

投資損失引当金 954 309 ─ ─ 1,263

役員退職慰労引当金 (注)2 228 46 ─ 28 246

債務保証損失引当金 (注)3 40 ― ― 40 ―

(注) １　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額の内訳は、洗い替えによる戻入額41百万円、貸倒懸念先の財政
状態が回復したことによる戻入額2,426百万円であります。

２　役員退職慰労引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、受領辞退に伴う取崩しであります。
３　債務保証損失引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、被保証者の財政状態が回復したことによる戻入で
あります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(ａ)流動資産

(イ)現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金の種類

当座預金　 30

普通預金 1,924

別段預金 1

小計 1,957

合計 1,957

　

(ロ)受取手形

①　相手先別

　

相手先 金額(百万円)

AGCO CORP.(U．S．A．) 3,021

ISEKI-MASCHINEN GMBH DEUTSCHLAND(ドイツ) 1,387

YVAN BEAL(フランス) 835

HILAIRE VAN DER HAEGHE(ベルギー) 656

AGCO LIMITED(U．K．) 275

その他 900

計 7,077

　

②　期日別

　

期日 金額(百万円)

 平成20年４月 1,748

 　〃　　５月 853

　 〃　　６月 666

　 〃　　７月 1,224

　 〃　　８月 1,540

　 〃　　９月 1,044

計 7,077
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(ハ)売掛金
　

相手先 金額(百万円)

㈱ヰセキ関東 3,166

㈱ヰセキ東北 2,232

㈱ヰセキ信越 1,988

㈱ヰセキ北陸 1,914

㈱ヰセキ中国 1,837

その他 9,983

計 21,123

　

売掛金の回収状況及び滞留状況
　

前期末残高
(百万円)
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
(Ｄ)

回収率
(％)

(Ｃ)
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間
(日)

((Ｄ)÷
(Ｂ)

)×30
12

24,364 88,719 91,960 21,123 81.3 85.7

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

(ニ)棚卸資産

　

科目 金額(百万円) 摘要(百万円)

製品 14,464
整地用機械 6,082販売用部品 4,751
栽培用機械 531その他 909
収穫調製用機械 2,189

原材料 71工事用材料 71 ―

仕掛品 6 材料費 3 労務費及び経費 3

貯蔵品 230貯蔵品 230 ―

計 14,773 ―

　

(ホ)短期貸付金
　

相手先 金額(百万円)

㈱井関松山製造所 3,760

アイセック㈱ 3,390

㈱ヰセキ九州 2,800

㈱井関邦栄製造所 1,540

㈱井関熊本製造所 990

その他 1,464

計 13,944
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(ｂ)固定資産

(イ)関係会社株式
　

会社名 金額(百万円) 株数(株)

アイセック㈱ 2,563 47,040

㈱ヰセキ九州 2,277 980,000

㈱ヰセキ関東 2,127 6,580

㈱井関松山製造所 2,000 60,000

㈱ヰセキ北陸 1,268 276,000

その他 8,265 3,048,599

計 18,502 4,418,219

　

(ｃ)流動負債

(イ)支払手形

①　相手先別

　

相手先 金額(百万円)

㈱井関松山製造所 7,512

㈱井関熊本製造所 1,563

松山㈱ 819

㈱山本製作所 809

小橋工業㈱ 465

その他 3,715

計 14,886

　

②　期日別

　

期日 金額(百万円)

平成20年４月 3,594

　 〃 　５月 4,364

　 〃 　６月 3,495

　 〃 　７月 3,255

　 〃 　８月 176

計 14,886
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(ロ)買掛金

　

相手先 金額(百万円)

㈱井関新潟製造所 4,768

㈱井関松山製造所 4,112

㈱井関邦栄製造所 1,274

㈱井関熊本製造所 981

松山㈱ 255

その他 2,323

計 13,714

　

(ハ)短期借入金

借入先 金額(百万円) 使途 担保

コミットメントライン 5,500 運転資金 無担保

㈱みずほコーポレート銀行 1,830 〃 〃

農林中央金庫 1,180 〃 〃

㈱伊予銀行 660 〃 〃

㈱三菱東京UFJ銀行 500 〃 〃

その他 430 ― 〃

計 10,100 ― ―

(注)　「コミットメントライン」は、シンジケーション方式による借入であります。

　

(ニ)一年内に返済予定の長期借入金

　

借入先 金額(百万円) 使途 担保

タームローン 3,671 運転資金 無担保

㈱みずほコーポレート銀行 565 〃 〃

農林中央金庫 362 〃 〃

中央三井信託銀行㈱ 315 〃 〃

㈱伊予銀行 206 〃 〃

その他 1,051 ― 〃

計 6,170 ― ―

(注)　「タームローン」は、シンジケーション方式による借入であります。

　

(ホ)設備支払手形

①　相手先別

　

相手先 金額(百万円)

㈱ユーシン 94

㈱協同 23

㈱五十嵐商店 21

マルヨシ㈱ 15

㈱原田計測器 14

その他 60

計 230
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②　期日別

　

期日 金額(百万円)

平成20年４月 31

　 〃 　５月 52

　 〃 　６月 102

　 〃 　７月 15

　 〃 　８月 28

計 230

　

(ｄ)固定負債

　

(イ)長期借入金

　

借入先 金額(百万円) 使途 担保

タームローン 7,640運転資金 無担保

㈱みずほコーポレート銀行 2,155 〃 〃

農林中央金庫 1,378 〃 〃

中央三井信託銀行㈱ 1,205 〃 〃

㈱伊予銀行 774 〃 〃

その他 2,978 ― 〃

計 16,130― ―

(注)　「タームローン」は、シンジケーション方式による借入であります。

　

(ロ)再評価に係る繰延税金負債

　

項目 金額(百万円)

土地の再評価に係る繰延税金負債 7,595

計 7,595

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券、100株未
満の株式についてはその株数を表示する株券。ただし、単元未満株式数を表示した株券
は、法令により発行が認められる場合を除き発行しない。

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店および全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 １枚につき50円に印紙税相当額を加算した額およびこれに係る消費税額

　　株券喪失登録に伴う
　　手数料

申請１件につき8,600円および株券１枚につき500円並びにこれらに係る消費税額

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店および全国各支店

　　買取手数料
株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額およびこれに係る消費税
額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし

（注）当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使す

ることができない。

１　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

３　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第83期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）　平成19年６月29日に関東財務局

長に提出。

(2) 半期報告書

中間会計期間　第84期中（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）　平成19年12月21日に関東

財務局長に提出。

(3) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著し

い影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書を平成19年５月23日に関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時

報告書を平成19年５月24日に関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時

報告書を平成19年９月28日に関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時

報告書を平成20年５月28日に関東財務局長に提出。

(4) 有価証券報告書の訂正報告書

第80期（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）、第81期（自　平成16年４月１日　至　平成17

年３月31日）、第82期（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正

報告書を平成19年５月24日に関東財務局長に提出。

第83期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書を平成

19年７月20日に関東財務局長に提出。

(5) 半期報告書の訂正報告書

第81期中（自　平成16年４月１日　至　平成16年９月30日）、第82期中（自　平成17年４月１日　至　平

成17年９月30日）、第83期中（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）の半期報告書に係る訂

正報告書を平成19年５月24日に関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

井関農機株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　小　　山　　　　　彪　　㊞

　

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　西　　原　　健　　二　　㊞

　

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　伊　　藤　　嘉　　章　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる井関農機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、井関農機株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月26日

井関農機株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　神　　本　　満　　男　　㊞

　

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　西　　原　　健　　二　　㊞

　

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　伊　　藤　　嘉　　章　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている井関農機株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、井関農機株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

井関農機株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　小　　山　　　　　彪　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　西　　原　　健　　二　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　伊　　藤　　嘉　　章　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる井関農機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第83期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、井関農機株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月26日

井関農機株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　神　　本　　満　　男　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　西　　原　　健　　二　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　伊　　藤　　嘉　　章　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている井関農機株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第84期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、井関農機株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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